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※ 公立大学法人岡山県立大学より提出のあった、「平成２２年度に係る業務の実績に関する報告書」の一部を活用し、「最小項目別評価」
を行った。

１ 法人の概要

省略

２ 平成２２年度に係る業務の実績に関する自己評価結果

省略

※次ページ以降の「法人自己評価」欄、「委員会評価」欄に記載の（ ）書き数字は、平成２１年度の評点である。



- 12 - 

 

３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

「人間・社会・自然の関係性を重視する実学を創造し、地域に貢献する」という基本理念のもと、高度な専門性と豊かな人間性を身に付けた人材を育成する。 

(1) 教育の成果に関する目標 

 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

ア 学士教育 

(ｱ) 保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の増進と福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

(ｲ) 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献できる技術者の育成を目指す。   

(ｳ) デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様で社会化志向の強いデザイナーを育成する。 

イ 大学院教育 

(ｱ) 保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得する教育研究を行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

【博士後期課程】 

人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するとともに、これら諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題を

解決できる高度な見識を備えた教育者、研究者を育成する。 

(ｲ) 情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応用力をもつ技術者、研究者を育成する。 

【博士後期課程】 

専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘とその解決に指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

(ｳ) デザイン学研究科 

【修士課程】 

デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイン環境に対応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を備

えた指導的実務者、研究者としてのデザイナーを育成する。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき措

置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき措

置 

 ― ―  

 １ 教育に関する目標を達成するため

とるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 ― ―  

 ア 現代社会の一員として生きる基

礎能力を養う。 

ア フレッシュマン特別講義を受講

させ、本学の教育研究の基本理念及

び本学で教育を受けるにあたって

の指針を教示するとともに、各分野

の専門家及び組織の管理運営の担

当者から、現代社会で生きる心構え

を学びとらせる。 

― ― ―  

 イ 専門性を修得させるとともに、専

門を起点とする知識拡がりを把握

させる。 

イ 学部教育における専門科目間の

連携に重点を置き、専門性の修得と

専門を起点とする知識の拡がりに

つながるような教育を目指す。 

― ― ―  

 ウ 創造力と統合力を修得させる。 ウ 創造力と統合力の修得を目指し、

卒業研究に重点をおいた教育方法

を検討する。 

― ― ―  

 エ コミュニケーション能力と継続

学習能力を育成する。 

エ 実験、演習及び実習の科目を中心

に、コミュニケーション能力と継続

学習能力の育成を目指す。 

― ― ―  

 （１）教育の成果に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 ― ―  

 ア 学士教育 

所属学科・コース毎に専門の学術

を学ばせるとともに、全学教育科目

との間で教育内容の連携を図りな

ア  学士教育  ― ―  
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

がら、様々な社会の要請に的確に対

応できる人材を育成する。 

 （ｱ）保健福祉学部   （ｱ）保健福祉学部  ― ―  

1 ① 看護学科 

・ ヒューマンケアリングが実践で

きる能力を育成するための教育

を充実する。 

・ 地域社会に貢献できる看護師・

保健師・助産師を育成するための

教育を充実する。 

 

○ 国家試験の合格率 (％) 

看護師国家試験 現状 97 目標 100 

保健師国家試験 現状 87 目標  90 

助産師国家試験 現状 90 目標 100 

① 看護学科 

・ 看護基礎教育における看護実践

能力の向上を図るため、平成 21

年度に開始した、卒業時の看護実

践能力の到達度調査を継続する

とともに、学内演習、臨地実習に

おける学習方法を点検・改善す

る。 

・ 国家試験合格率 100％の維持を

目標とし、模試の斡旋と教員によ

る個別指導を行う。 

①看護学科 

・ 看護実践能力の到達度調査（平成21

～22年度）の結果を基に「卒業時の看

護技術到達度」を設定するとともに、

現行の基礎教育プログラム（学内演習

や臨地実習での教育方法）の改善を行

った。 

また、この「卒業時の看護技術到達

度」により学生自身が自己の到達度を

確認できるよう、自己評価の項目を作

成した。 

その他に、カウンセリング等の手法

を体験することで実践能力を養う「ヒ

ューマンケアリング論」の23年度開講

に向け、科目内容の具体的構成を検討

した。 

・ 保健師・助産師教育の修業期間の延

長（6月→１年）を考慮し、カリキュ

ラム及び 1 年間に登録することがで

きる単位数の上限を48単位から56単

位に変更し、23 年度から全学年に適

用することとした。 

・ 国家試験対策として、看護師４回、

保健師及び助産師の各模擬試験を各

２回実施しまた、また，ゼミ単位で

個別指導を行った。 

平成22年度国家試験合格率 

看護師国家試験100％(100％)  

※合格者数／受験者数=43/43人(41/41人)

保健師国家試験95.8％(97.7％) 

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

※合格者数／受験者数=46/48人(42/43人) 

助産師国家試験100％(100％) 

※合格者数／受験者数=4/4人(4/4人) 

※（ ）内は、21年度実績 

2 ② 栄養学科 

・ ライフサイエンスの理解を基本

にして問題発見・解決能力を持つ

管理栄養士を育成するための教

育を充実する。 

・ 理論と実践の有機的な連携及び

一体化を目指し、実践の場に則し

た教育の充実を図る。 

 

○ 国家試験の合格率(％) 

管理栄養士国家試験 

現状  89 目標  95 

② 栄養学科 

・ 専門科目の理解に必要な基礎学

力の充実を目的に、履修モデルに

従って 1年次生に対して全学教

育科目の化学と生物の履修を奨

励する。 

・ 達成度の低い学生へのアドバイ

ザー教員による指導を行う。 

・ 実習前における現場指導者の特

別講義を系統的に組み込み、臨地

実習の学習環境を充実する。 

・ 国家試験対策として、模試の斡

旋と教員による個別指導を行う。

②栄養学科 

・ 専門教育と卒業研究等の充実を目的

に、1年間に登録することができる単

位数の上限を48単位から56単位に変

更し、平成 23 年度から全学年に適用

することとした。 

・ 基礎学力充実のための「履修モデル」

として、新入生オリエンテーションの

際に化学と生物に係る 4 教科の履修

を丁寧に指導したが、受講率は芳しく

なかった。 

23 年度から、履修登録できる年間の

単位数の上限を 8単位増やすこととし

ており、履修の選択に多少のゆとりが

生じているので、23 年度の履修状況を

注視したい。 

新入生の受講率 80％（H21： 79％）

・ 臨地実習に臨む前に修得すべき事項

として、22 年度は、弁護士による特

別講義「個人情報保護」を開催した。

・ 国家試験対策として模擬試験 12 回、

個別指導は、結果返却時に卒論指導教

員から実施。 

平成 22年度国家試験合格率 

管理栄養士 95.7％（90.0％） 

※合格者数／受験者数=44/46 人(36/40 人)

※（ ）内は、21年度実績 

・ より幅広い専門分野の修得を目的

に、学外講師による特別講義を3回実

４ 

（３）

４ 

（３）

国家試験対策として、模擬

試験や卒論指導教員からの個

別指導などの取組が行われ、

管理栄養士の合格率が 95.7％

と初めて目標を達成するなど

成果が上がっており、評価で

きる。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

施し、多数の学部学生（及び院生）が

参加した。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ-②［NO.10］を参

照 

［評価時の観点］ 

  管理栄養士国家試験の合格率が、初めて

中期計画の目標数値を達成した。（＋１）

3 ③ 保健福祉学科 

・ 子育て支援コース及び介護福祉

コースを設置し、社会福祉学を基

本にして少子高齢社会に対応で

きる専門職従事者の育成を目指

す。 

 

○ 国家試験の合格率(％) 

社会福祉士国家試験 

現状  65 目標  80 

③ 保健福祉学科 

・ 学習動機・意欲の向上のため、

学外の研究会、研修会及びボラン

ティア募集等の情報を積極的に

提供し参加を奨励する。 

・ 国家試験対策として、学生の自

主勉強会を支援するとともに、模

試の斡旋と教員による個別指導

を行う。 

・ 法改正による新国家試験への対

応として、平成20年度以前の入学

者を対象に、受験に必要な３科目

を臨時開講する。 

③保健福祉学科 

・ 学外の研究会・研修会の情報提供を

39 件、ボランティアの情報提供を 25

件行い、そのうちの 52件（H21 年度：

41件）に学生の参加を得た。 

・ 国家資格を取得するために必要な授

業科目数（今後の法令改正等による。）

を考慮し、1年間に登録することがで

きる単位数の上限を48単位から56単

位に変更し、23 年度から全学年に適

用することとした。 

・ 国家試験対策として、学生の自主勉

強会を支援した。年 2回の模擬試験を

斡旋し、教員による個別指導を行っ

た。 

・ 社会福祉士法の改正に伴う新国家試

験への対応のため、受験に必要な 3科

目を臨時開講した。（4 年生全員と 3

年生の一部が受講） 

・ 子育て支援領域科目の一部につい

て、保育士養成の法令改正に伴う対応

を機に、教育効果をより高める狙い

で、同領域科目の開講年次等を見直し

た。 

・ 平成 22年度国家試験合格率 

社会福祉士 78.6％（82.5％） 

３ 

（３）

３ 

（３）

社会福祉士の合格率は、合

格者数は前年度を上回ってい

るものの、合格率では目標数

値を下回っており、目標達成

に向けて、更なる努力を期待

する。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

※合格者数／受験者数=44/56 人(33/40 人)

※（ ）内は、21年度実績 

4 （ｲ）情報工学部 

科学技術の進展とグローバル化、

地域・社会における産業・技術の動

向などを踏まえ、環境変動に適切に

対応できる技術者を育成するため、

教育プログラムを整備充実させる。 

（ｲ） 情報工学部 

平成21年度で見直しが完了し

た講義科目により教育を行うと

ともに、より充実したものとなる

よう、実施状況を常に点検する。

（ｲ） 情報工学部 

教育プログラムの整備・点検のた

め、「情報教育検討委員会（単年度組

織）」を設置し、情報技術者育成に必

要な基本的事項を根本的に見直し、3

学科に共通の横断的教育プログラム

（講義科目）を設定するもので、「プ

ログラミング言語」外 13 科目を設定

した。 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

5 （ｳ）デザイン学部では、これからの

時代と地域の課題に対応した新

たな問題発見能力と、創造的な問

題解決能力を有する有為な人材

を育成するため、実技教育、少人

数教育の充実など、教育体系や指

導方法を整備充実させる。 

（ｳ）デザイン学部 

・ 新たな問題発見能力および問題

解決能力を有する人材を育成す

るためには、創造性の涵養に資す

る発想教育が必要であることか

ら、基礎課程（低年次）に重点を

置いた教育を実施する。 

・ デザイン工学科では、指導成果

の検証手段として、「金の卵」展

など全国規模のコンペ・展示会に

参加する。 

・ 造形デザイン学科では、造形構

成と造形材料に関する基礎教育

科目において、より創造性の涵養

に資する課題開発に取り組む。 

・ 指導成果の検証手段として進め

ているデータベース構築を継続

する。 

 学生作品のＷeb公開を前提とし

たホームページの全面リニュー

アルを検討する。 

（ｳ） デザイン学部 

・ 企画提案力のあるデザイナーの育成

を目的に、文部科学省の「大学生の就

業力育成支援事業」に「『デザイナー

の卵』孵化推進教育プログラム」とし

て申請し、採択を得た。 

なお、当事業の計画では、懸案であ

った学生作品及びプロフィールのデ

ータベース化を「ポートフォリオ連動

型電子カルテ」として、より効果的な

システムに構築すべく、設備導入等を

行った。 

・ デザイン工学科では、指導成果の検

証手段として、全国規模のコンペ・展

示会に参加した。 

なお、第 5 回「金の卵 学校選抜オ

ールスターデザインショーケース」展

にパネル及びポートフォリオを出展

した。当作品は、選ばれて香港展を巡

回した。 
・ 造形デザイン学科では、基礎課程に

重点をおいたカリキュラム編成を実

４ 

（３）

４ 

（３）

文部科学省の「大学生の就

業力育成支援事業」に『デザ

イナーの卵』孵化推進教育プ

ログラムとして申請し、採択

を得るなど、企画提案力のあ

るデザイナーの育成を目指す

取組は評価できる。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

施し、その検証として発想教育に関す

る調査研究を本学「最先端研究」とし

て学科横断的に取り組み、学部独自の

研究誌『閃』を刊行した。 

 

［評価時の観点］ 

  文部科学省の大学生の就業力育成支援

事業等、学生の社会的、職業的自立に向け

ての積極的な取組が行われた。（＋１） 

－ イ 大学院教育 

学部教育との連携を図りつつ、専

門分野において、学際領域の研究を

行い、高度な知識と柔軟な応用力を

もち指導的な役割を果たす技術者、

研究者を育成する。 

また、社会人・外国人留学生等に

対する教育・研究の拡充を目指す。 

イ 大学院教育  ― ―  

― （ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

 ― ―  

6 ① 看護学専攻 

・ 臨床に密着した研究方法の修得

を目指す。 

・ 看護職のリカレント教育の充実

を図る。 

① 看護学専攻 

 研究指導体制及び授業科目の実

施状況を常に点検する。 

 特に、講座毎のゼミナールの定

期的開催や年 3～4回の中間発表

会の開催等により、論文作成及び

説明能力の向上を図る。 

 また、長期履修学生制度の実施

状況を注視し、社会人がより受講

しやすいよう開講時間等につい

て検討する。 

①看護学専攻 

・ 社会人がより受講しやすいように、

必要に応じて開講時間を土・日曜日や

夜間開講とし、受講しやすい学習環境

に配慮した。 

また、講座ごとのゼミナールの定期

開催及び研究に係る中間発表会を年 4

回開催した。 

平成 23年度入試受験者数 

受験者  5 人（H22入試 7人）

内社会人 5人（H22入試 4人）

22年度の社会人学生は 15名で、その

内長期履修制度適用者は 3 名であっ

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

た。 

7 ② 栄養学専攻 

・ 高度の能力が要求される栄養学

分野に対応できる人材の育成を

目指す。 

② 栄養学専攻 

 学術交流協定校（中国四川大学、

韓国ウソン大学校）との連携事業

（合同セミナー）において、学生

に、英語による口頭発表を奨励

し、研究発表能力の向上を図る。

 また、新たな科目として、スポ

ーツ栄養学分野の特論を組み入

れるとともに、他専攻の教員と連

携して新しい栄養学分野の研究

テーマを検討するなど、栄養学専

攻の活性化を図る。 

②栄養学専攻 

・ 学術交流協定校（中国四川大学、中

国南昌大学、韓国ウソン大学校）との

連携事業（合同セミナー）を発展させ

た形で、岡山県立大学と「おかやまバ

イオアクティブ研究会」とが共催して

バイオに関する国際会議「Bioactive 

Okayama 2010」を開催し、前期課程院

生 3名（及び後期課程院生 1名、学部

生 2 名）が英語での口頭発表を行っ

た。 

・ 栄養学専攻の活性化を目的に、他分

野との交流等を検討し、新しい栄養学

分野の教育カリキュラムを平成 23 年

度に開講することとした。 

「スポーツ栄養学特論」の開講 

栄養学科教員と情報工学部教員

とのオムニバス形式 

「東アジア栄養学特論」の開講 

中国四川大学の方定志教授と韓

国ウソン大学校の Ki-Hong Yoon

教授とのオムニバス形式 

・ より幅広い専門分野の修得を目的

に、学外講師による特別講義を3回実

施し、多数の院生及び学部学生が参加

した。 

※ Ⅱ－１－(1)－イ［NO.10］を参照 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

8 ③ 保健福祉学専攻 

・ 臨床や現場における諸問題を多

面的な観点から探索し、問題解決

能力を有する高度な専門職従事

者の育成を目指す。 

③ 保健福祉学専攻 

 引き続き、教育研究組織体制の

見直しを行う。 

 また、教育指導において、高度

で広範な知識の習得を目的に、学

③保健福祉学専攻 

・ 大学院の教育・学習支援体制の強化

を目的に、教務委員会、入試委員会、

予算委員会、就職委員会及びホームペ

ージ委員会の組織を明確化した。 

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

生が指導教員以外からアドバイ

スを受けることができる機会を

積極的に設ける。 

・ 8 月と 12 月の 2 回、修士論文中間

発表会を開催し、指導担当教員や所属

講座以外の教員からアドバイスを受

ける機会を設けた。 

― 【博士後期課程】 【博士後期課程】  ― ―  

9 ① 看護学領域 

・ 臨床が求める看護の知を創造で

きる人材の育成を目指す。 

・ 保健・医療の質の向上に貢献で

きる看護管理の専門家の育成を

目指す。 

① 看護学領域 

 学会等における院生の研究成果

発表を支援する。 

・ 研究の進捗状況に合わせて、

分野を越えてゼミナールや研

究論文の中間発表会を開催し、

学生の研究発表能力の向上を

図る。 

①看護学領域 

・ 研究の進捗状況に合わせて、専門分

野ごとの定期ゼミナールや研究論文

の中間発表会を3回開催し、学生の研

究発表能力の向上を図った。 

・ 国内外の学会において、院生の筆頭

による研究成果の発表を支援した。 

国内学会 8件（5件） 

国際学会 1件（2件） 

※（ ）内は21年度実績 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

10 ② 分子栄養学領域及び応用栄養学

領域 

・ 国際的な先端研究を遂行でき、

栄養学分野において指導的立場

に立つことのできる教育者、研究

者の育成を目指す。 

② 分子栄養学領域及び応用栄養

学領域 

 より幅広い専門分野の修得を目

的に、学術交流協定校（中国四川

大学、韓国ウソン大学校）の教員

による特別講義の平成 23年度開

講を目指す。 

 また、学会等における院生の研

究成果発表を支援する。 

②分子栄養学領域及び応用栄養学領域 

・ 平成22年度から中国学園大学森脇晃

義教授(連携大学院教授)による「栄養

生理科学特別講義」を開講し、2名の

院生が受講した。 

また、学外講師による特別講義を3

回実施し、多数の院生及び学部学生が

参加した。 

22. 6 志村三喜子先生（中国四川

大学）「四川成都の「食」につ

いて」 

22.11 山本尚三名誉教授（徳島大）

「不飽和脂肪酸とリポキシゲ

ナーゼ」 

22.12 Robert H. Hall 博士(アメ

リカNIH)｢Emerging Food-borne 

Infectious Diseases in the 

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

USA(アメリカにおいける食品

を介した新興感染症につい

て)」 

・ 院生による発表機会の支援のため本

学で国際会議「Bioactive Okayama 

2010」を開催し、後期課程院生 1名（及

び前期課程院生 3名、学部生 2名）が

英語での口頭発表を行った。 

※ Ⅱ－１－(1)－イ［NO.7］を参照 

・ 後期課程分子及び応用栄養学大講座

の院生の発表件数は以下のとおりで、

学会発表件数が大きく伸びた。 

論文 1件（5件） 

国内学会 13件（2件） 

国際学会 9件（3件） 

※ ただし、発表件数は博士前期及

び後期課程学生の総数 

 また、（ ）内は21年度実績 

11 ③ 保健福祉学領域 

・ 学際性・国際性・総合力を兼ね

備え、保健福祉領域における学術

の継承と発展を担う教育者、研究

者の育成を目指す。 

③ 保健福祉学領域 

 学会等における院生の研究成果

の発表を支援する。 

 また、英語での論文抄録の書き

方について、講師を招いて指導を

行う。 

③保健福祉学領域 

・ 院生の研究成果の発表を支援し、筆

頭著者としての発表件数は次のとお

り。 

論文発表 5件（4件） 

口頭発表 2件（3件） 

※（ ）内は 21年度実績 

・ 英語での論文抄録指導として、英語

担当教員を招いて研修会を開催した。

（H23年 3月） 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

― （ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

 ― ―  

12 技術者に求められる対応領域の

多様化と高度化に適合できるよう

 平成 22年度に新設する、人間情

報システム工学専攻生の学習・研

・ 人間情報システム工学専攻を新設

し、11名（入学定員 12名）の入学者

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

に、学士課程との間で教育内容の連

続性に留意しつつ、教育プログラム

の展開を図る。 

究過程に十分な注意を払い、教育

プログラムの妥当性を検証する。

があった。 

なお、設置初年度の運用では、教育

プログラム上、特に問題となる事項は

なかった。 

（院生筆頭による学外発表件数） 
論文 3件（4件） 
国際会議 5件（2件） 
全国大会 41 件（26件） 
中四国大会 101 件（50件） 

※ 平成 22 年度では、電気・情報

関連学会中国支部連合大会の本

学開催もあり、教員及び院生の

積極的な取組により十分な実績

を残すことができた。 

また、( )内は 21年度実績 

― 【博士後期課程】 【博士後期課程】  ― ―  

13 情報技術を多様な分野に展開で

きる人材育成を図るために、教育の

内容・方法・実施体制等の見直しを

行う。 

 教育の方法として、これまでど

おり各種プロジェクトに大学院

生を参加させ、学術論文や国際会

議等での研究成果発表等を奨励

するとともに、実施状況（教育の

内容、方法及び体制）を常に点検

する。 

 

各種プロジェクトへの参加、また、国

際会議等への積極的な参加を支援した。

（参加プロジェクト） 

・ 科学技術振興機構戦略的創造研究

推進事業 JST CREST「人を引き込む

身体性メディア場の生成・制御技術

（１名） 

（院生筆頭による学外発表件数） 
論文 5件（11件） 
国際会議 2件（5件） 
全国大会 11 件（7件） 
中四国大会 3件（3件） 

※ 論文数の減少が見受けられ、今

後の課題とされた。 

( )内は 21年度実績 
 また、平成 23 年度で人間情報シス
テム工学専攻は完成年度を迎えるの

３ 

（３）

 
 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

で、当該専攻の学生がよりスムーズに
博士後期課程へ進学できるよう、博士
後期課程の大講座を再編成し、平成 2
4 年度の学生から対応できるよう準備
に取り掛かった。 

― （ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

 ― ―  

14 高度な能力を備えたデザイナー

を育成するため、学部に準じて研究

科の機構改革を行うとともに、将来

に向けての博士課程新設も研究す

る。 

 平成 22年度に改組するデザイ

ン工学専攻及び造形デザイン学

専攻生の学習・研究過程に十分な

注意を払い、教育プログラムの妥

当性を検証する。 

デザイン工学専攻及び造形デザイン

学専攻を改組（新設）し、それぞれ 6名

（入学定員 7 名）及び 10 名（入学定員

9名）の入学者があった。 

なお、設置初年度の運用では、教育プ

ログラム上、特に問題となる事項はなか

った。 

また、造形デザイン学専攻では、実社

会でのデザイン提案を可能とすべく、

「総合プロジェクト」を新設し、領域横

断的教育に取り組んだ。 

３ 

（３）

３ 

（３）
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

  

中 

 

期 

 

目 

 

標 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明確化するとともに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

  イ 教育課程 

     学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、時代と社会の様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。 

     大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知識の研究指導を行い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

  ウ 教育方法                                           

     学士課程では、専門教育への準備不足の対応としての高大接続教育、入学前教育及び全学教育を充実するなど、授業の理解度を深め、豊かな人間性を培う教

育方法を工夫する。 

     大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する人材を養成する観点から、教育目的と修了生像を明確にした研究

指導を行う。  

  エ 成績評価 

     学生の学修効果を高めるため、成績評価基準の一層の明確化と厳格な成績評価に取り組む。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― （２）教育内容等に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 ― ―  

15 ア 入学者受入方針（アドミッショ

ン・ポリシー） 

全学及び各学部・学科並びに大学

院各研究科・専攻における「どのよ

うな学生を求めるのか」を明記した

入学者受入方針を明示することで、

本学を志願する学生にわかりやすく

情報提供する。 

また、求める資質の入学者を適切

に選抜するため、入学者選抜試験の

見直し・改善を図る。 

ア 推薦入試に係る受験資格につい

て、次の事項を検討する。 

・ 保護者等が県内在住で、県外の

高校へ進学した生徒の受験資格 

・ 検討する受験資格と本学の入学

者受入方針との整合性 

ア 本学の入学者受入方針に沿って、次の

とおり推薦入試に係る受験資格を見直

した。 

・ これまでの出願要件に、保護者等が

県内に在住している者については、県

外の高校へ進学した生徒も対象とする

こととした。 

また、保健福祉学科では、入学選抜試

験の見直し・改善として、面接試験の方

法（質問、採点基準など）を見直し、よ

り客観的で統一的なものとした。 

２ 

（２）

２ 

（２）

入学者受入方針に沿って推薦

入試に係る受験資格の見直しが

行われているが、引き続き、入

学者受入方針と受験資格の整合

性の検討が必要であり、継続的

な取組を期待する。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

なお、入学者受入方針と受験資格の整

合性は未着手のままである。 

 

［評価時の観点］ 

  入学者受入方針と特別選抜（推薦に基づ

く選抜）の受験資格の整合性の分析が未着

手。（±０） 

― イ 教育課程 イ 教育課程     

16 （ｱ）全学教育研究機構（全学教育の全

学的な実施組織）が主体となって、

全学教育の充実を図る。 

（ｱ）平成 20年度にまとめられた「全

学教育がめざすもの」を参考に具

体的な課題について改善・充実策

を提起する。 

（ｱ） 平成 20 年度にまとめた「全学教育

がめざすもの」に基づきつつ、現在の

全学教育の問題点を拾い出し、それら

に関して全学教育研究機構を兼務す

る教員及び全学教育科目を担当する

非常勤講師に対して意見聴取を行っ

た。 
（課題） 
・根幹的科目と現代的科目との兼ね合

い 

・学生の向学心の引き出し 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

17 （ｲ）学生の入学前における学習歴の多

様化に伴い、高大接続教育を意図

した教育課程の編成を行う。 

（ｲ）入学前の学習歴の多様化に対応

できるように、授業科目の内容及

び編成について常に点検・見直し

を行う。 

（ｲ） 平成 21 年度に引き続き、自然科学

系の全学教育科目を点検し、物理学、

化学及び生物学について、学部学科ご

との学生の学力レベルやカリキュラ

ム上の位置づけを考慮し、科目構成を

見直した。 

 

［評価時の観点］ 

 各種観点から検討・見直しが行われ 

た。（＋１） 

３ 

（２）

 

３ 

（２）

 

18 （ｳ）全学教育科目と学部教育科目との

間で教育内容の連携を図りなが

（ｳ）全学教育課程について、実施状

況等を常に点検し、内容の改善に

（ｳ） 英語力強化のため、能力別クラス編

成の導入について検討したが、次の課

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

ら、様々な時代的・社会的要請に

的確に対応できる能力を育成する

ように、教育課程の再編成につい

て検討する。 

努める。 題により当面、導入を見送ることとし

た。 

（課題） 

・ 多様な能力の正確なレベル分けに

多大な時間と人力が必要となり、本

学の現状にそぐわない。 

・ 最も人数が多いと思われる中間層

をレベル分けするためには、多くの

クラスが必要と想定され、教員及び

教室が不足する。 

・ クラス分けにより、むしろ消極的

な学習に陥る学生の増加が予測さ

れる。 

19 （ｴ）英会話等実践的英語力の向上を目

指す。また、東アジア圏の大学と

交流を進めていることから、東ア

ジア圏の外国語教育にも重点を置

く。 

（ｴ）語学センターでは、外国語のコ

ミュニケーション能力の涵養に

努める。また、平成 21年度に試

みた「ランゲージ・テーブル」（デ

ィスカッション形式の指導方法）

を引き続き行う。 

 また、学部専門教育においても、

英語力の強化を意図した内容及び

方法を取り込むことを検討する。

（ｴ）「ランゲージ・テーブル」を「カル

チャー・ランゲージ・テーブル」とし

て発展させ、より幅広いテーマで引き

続き実施した。 

開催状況：4回（学生の任意参加）

 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

― （ｵ）社会の要請に配慮しながら教員免

許取得のための教育課程の開設に

ついて検討する。 

― 

※ 19年度に、栄養学科以外での開設はし

ないこととした。 

― ― ―  

― （ｶ）大学院課程では、学士課程との連

携を保ちながら、専攻分野の深化

を図るとともに、幅広い領域に対

する問題の提起と解決能力を養う

ため、教育課程の再編成について

検討する。 

― 

※ 21 年度教育課程再編（新専攻設置）済

― ― ―  
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― ウ 教育方法 ウ 教育方法  ― ―  

22 （ｱ）全学教育では、価値の多様性の理

解、学問の体系性や総合性の認識、

課題探求に必要な基礎知識とその

活用法の修得、実践的な情報処理

能力と外国語基礎能力の修得、専

門基礎知識の修得を重視して、授

業科目を７つのカテゴリーに区分

して、講義、演習、実技の授業形

態により、全学生に統一して実施

する。 

（ｱ）平成21年度に見直しを行った「学

部教育への準備」以外の各カテゴ

リーに関して、20年度にまとめら

れた「全学教育がめざすもの」を

参考に具体的な課題について改

善・充実策を提起する。 

（ｱ） 学生の運動離れに対処するため「健

康の維持・増進」カテゴリーに、新規

授業として「フィットネス」を追加す

ることとした。（H23から実施） 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

23 （ｲ）学生の入学前における学習歴の多

様化に対応できるように、教育方

法の見直しを行う。 

（ｲ）各入試区分において、入試成績

と入学後の成績の間の相関につ

いて調査する。 

（ｲ） 入試成績順位と入学後の学科科目得

点を相関した分析表（サンプル）を作

成し、それをもとに入試委員会で議論

した。 

本格実施は、平成 23年度から行うこ

ととし、学科が希望する科目について、

分析を行い、その結果を学科で活用す

るとともに入試委員会に報告すること

とした。 

３ 

（３）

 

３ 

（３）

 

24 （ｳ）特別選抜合格者に対する入学前教

育の充実について検討する。 

（ｳ）入学前教育は、各学部学科の特

色及びこれまでの実績を踏まえ

て実施するとともに、その成果を

常に検討する。 

 特に、各特別選抜合格者が不得意

とする科目について把握する。 

（ｳ）特別選抜合格者に対する入学前教育

は、各学部学科の特色に応じて次のと

おり実施した。 

 また、各特別選抜合格者が不得意とす

る科目を把握し、必要に応じて入学前

教育に取り込んだ。 

・看護学科 

これまでどおり看護の基礎的教育を

英語のリーディングスキルで開催し

た。（2回） 

また、4 年次生の卒業研究発表会へ

の参加を促した。 

３ 

（３）

 

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

・栄養学科 

平成 21 年度に取り入れた演習形式

により、化学の講義を開催した。（4

回） 

また、講義後に課題を与え、その添

削を行った。 

・保健福祉学科 

これまでどおり「大学での学び」に

係る講義 や「福祉の基礎」に関する課

題図書による発表等を課すとともに、

懇談の機会を設けた。（2回） 

・情報工学部 

これまでどおり入学準備懇談会（入

学前教育を含む。）を実施した。（2

回） 

なお、22年度から課題の進捗管理を

強化する方針を示し、特別選抜合格者

の基礎学力修得に努めた。 

・デザイン学部 

デザイン工学科では、終日型のワー

クショップを実施した。 

22年度は、特別選抜合格者に限らず、

専門教育に向けて学生全般に不足する

英語力の強化を目的に、次のプログラ

ムを実験的に設定した。 

午前： 英語による自己紹介の作文

とプレゼンテーション 

午後： スポーツに関係する英語の

キーワードを使ったポスター

製作とプレゼンテーション 

造形デザイン学科では、これまでど

おり課題図書の提示、レポート提出及

び懇談等のプログラムを実施した。（2

回） 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

25 （ｴ）教員とのコミュニケーションによ

り、授業の理解度を深めるととも

に、豊かな人間性を培うオフィス

アワー制度などの少人数指導体制

を充実する。 

（ｴ）オフィスアワー制度等を活用し、

教員と学生のコミュニケーショ

ンを深めるとともに、学生の授業

習熟と人間性醸成に努める。 

各学部学科は、これまでの実施

状況を踏まえ、実施内容・方法等

について、常に点検・改善を行う。

また、平成 22年度は、これまで

学生に行ってきた、オフィスアワ

ー制度を総括し、より効率的な方

法を検討する。 

その他に、保健福祉学科では、

19年度に導入した新カリキュラ

ムが完成年次に当たるため、これ

までの教育方法（4年間一貫ゼミ

ナール）の効果について総括する。

（ｴ） オフィスアワー制度や平成21年度か

ら取り組んでいる「要修学指導学生支

援制度」等により、学生の授業や就職、

生活一般に係る指導を行った。 

オフィスアワー制度については、「学

生への周知が十分ではない。」との意

見があったものの、制度の必要性は認

識されているので、引き続き学部学科

の実状を踏まえ、制度の周知に努める

こととした。 

※ 要修学指導学生支援は、 

Ⅱ-２-(1)-ア［NO.45］を参照 

 

その他に、保健福祉学科では、教員

と学生のコミュニケーションを深めた

授業実施を目的に平成 19 年度に導入

した 4 年間一貫のゼミナール教育の学

年進行が完成したため、これまでの取

組実績を点検した。 

（課題） 

・ 教育目的・目標の教員間での共有

・ 4年間の教育の統一性・一貫性の確

保 

・ 適切な教材の選択 

３ 

（３）

 

 

 

３ 

（３）

 

26 （ｵ）単位制度の実質化を図るため、履

修登録できる年間の単位数の上限

を学科ごとに設定する。 

 

○ 履修登録できる年間の単位数の

設定 

現状 ７学科（１年次のみ） 

目標 全学科（全学年） 

― ※ 単位制度実質化のため、次の改善を

行った。 

・ 保健福祉学部では、専門教育の充

実を目的に、1 年間に登録すること

ができる単位数の上限を 48 単位か

ら 56 単位に変更し、平成 23 年度か

ら全学年に適用することとした。 

※ Ⅱ-１-(1)ア-(ｱ)［NO.1～3］を

参照 

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

・ 授業時間の確保を目的に学期及び

休業日の期間を見直し、23年度から

実施することとした。 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｱ)［NO.39-1］

を参照 

27 （ｶ）学士課程におけるシラバスを毎年

見直して充実を図るとともに、大

学院課程における各授業科目のシ

ラバスを作成する。 

（ｵ）学士課程及び大学院課程におけ

るシラバスを点検し、改善に努め

る。 

 特に、「自主学習ガイド」の記載

内容を充実するとともに、活用方

法を周知する。 

（ｵ） 平成23年度からシラバスをＷeb公開

することとし、シラバス記入要領を改

善（全学統一的かつ細かく設定）した。

また、大学院のシラバスについて、

国際的な対応のため、全ての授業科目

名に英語表記を統一的に行うこととし

た。 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

28 （ｷ）教育研究の充実と社会のニーズを

的確に把握するため、学外の公的

試験研究機関や民間の研究所の施

設・設備と人的資源を活用する連

携大学院方式の推進等に取り組

む。 

 

○ 連携大学院方式の協定書締結件数 

Ｈ18年度    6 件 

目標(最終年度) 8件 

（ｶ）教育研究に係る学内外のニーズ

を把握し、連携大学院方式の新た

な締結先を検討する。 

（ｶ） 平成 23年度以降に向けて検討中の

教育カリキュラムでは、新たな学外研

究機関との連携の必要性は生じてお

らず、締結の検討には至らなかった。

 

［評価時の観点］ 

  新たな締結先の検討に至っていない。こ

れまでの取組について検証が必要。（△１）

２ 

（３）

 

２ 

（３）

連携大学院の実績を点検し、

その効果及び必要性を検証され

たい。 

29 （ｸ）大学院の各研究科、専攻の学生へ

の研究指導体制の見直しを、全学

的視点で行う。 

（ｷ） 平成 21 年度から実施した、長

期履修制度により入学した大学

院生の修学状況等に注視し、指導

方法や指導体制について、今後の

改善に資する。 

（ｷ） 平成 22年度では、4名（4名）の長

期履修を許可した。 

保健福祉学研究科 2名（3名） 

情報系工学研究科 2名（1名） 

デザイン学研究科 0名（0名） 

また、研究指導体制の実施状況を点

検したが、特に改善が必要と思われる

事項はなかった。 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

―   エ 成績評価 エ 成績評価  ― ―  
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
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委員
会 
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30 （ｱ）シラバスに掲載する各授業科目の

到達目標と成績評価の内容をいっ

そう明確にする。 

（ｱ）シラバスに掲載する各授業科目

の到達目標と成績評価の関係に

ついて、内容等を常に点検し、よ

り理解しやすいものとする。 

（ｱ） シラバスのＷeb公開に併せて、シラ

バス記入が全学で統一していなかっ

た点を改善し、授業科目の到達目標及

び成績評価の項目では、全学統一的

に、より明確に記載することとした。

３ 

（３）

３ 

（３）

 

31 （ｲ）学内外の実習・演習を含めて達成

度を明らかにし、厳格な成績評価、

修了認定を行うとともに、成績評

価分析を行う。 

（ｲ）これまで、各学部学科において

整備・改善を行ってきた個々の評

価方法により成績評価を行うと

ともに、実施状況を常に点検し、

より充実したものとする。 

（平成 22 年度に予定する具体的な

取組） 

・保健福祉学科 

平成 21 年度までに見直した社

会福祉士実習における「実習評

価票」について総括するととも

に、教員評価を加味した実習全

体の成績評価方法について検討

する。 

・情報工学部 

成績評価について、現行の評価

方法を継続するとともに、これ

までの実績を点検・評価し、見

直しを行う。 

（ｲ） これまで、各学部学科において整備・

改善を行ってきた個々の評価方法によ

り成績評価を行い、実施状況を点検し

た。 

平成 22年度に行った改善（見直し）

の主なものは次のとおり。 

・看護学科 

平成 21年度に実施した「卒業時の看

護技術到達目標」に関する調査内容を

基に、各領域実習で学ばせたい技術項

目及び看護技術到達度を定めた。 

・栄養学科 

教務委員会教職専門部会において

「教職履修カルテ」を作成し、22年度

入学生から適用した。学生と担当教員

の間で年 2 回の相互確認等を行い、修

学の進捗状況を明確にするとともに、

学生の自己評価（認識）を支援した。

・保健福祉学科 

社会福祉士実習全体の成績評価方法

において、実習先の評価と担当教員の

評価を総合し、より客観的で新しい基

準を策定・実施した。 

・情報工学部 

これまでの評価システムで評価を実

施し、点検を行ったが、特に問題点は

なかった。 

（課題） 

３ 

（３）

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

23 年度から、情報技術者育成に必

要な分野で 3 学科に共通の横断的教

育プログラムを設定することとして

おり、3学科に横断的なシステムとな

るよう見直す必要がある。 

・デザイン学部 

・ デザイン工学科では、第５回「金

の卵 学校選抜オールスターデザイ

ンショーケース」展等の全国レベル

のコンペに応募し、指導内容と指導

成果の検証を行った。 

・ 社会提案（企画～プレゼンテーシ

ョン）を成績評価に取り入れること

とし、総社市における地域活性化を

テーマにグループワークを実施し

た。なお、プレゼンテーションでは、

総社市職員をゲストに招く等の連携

を試みた。 

・ 文部科学省「大学の就業力育成支

援事業」の採択を機に、学生による

ポートフォリオ連動型電子カルテの

作成を推進し、学生による自己評価

活動に資することとした。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配置と専門性の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実を図る。 

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、授業内容、授業方法等の改善に資する研修、研究を組織的に行う。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― （３）教育の実施体制等に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 ― ―  

― ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等  ― ―  

32 （ｱ）本学の教育目標に則して、新たな

学問の展開や社会状況に対応でき

るように、適切な教員の配置に努

める。 

（ｱ）人事委員会において、学長のリ

ーダシップにより適正な教員配

置を実施する。また、教員間の担

当授業科目数の平準化に努める。

（ｱ） 教員選考規程に基づき教員選考（公

募）を行った。13名（22名） 

また、人事委員会で定めた選考条件

に基づき、内部昇任の選考を行った。

助手 → 助教 1名 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

33 （ｲ）職員は、適材適所の人事方針によ

り、在任期間の延長、経験者の配

属を図るとともに、研修参加を促

し、専門性の向上を図る。 

（ｲ）事務職員の適材適所配置及び専

門性向上を目的に、職員の各種研

修参加を奨励する。 

（ｲ） 事務組織の見直しに伴い職員の配置

換えを行った。 

公立大学協会等で実施される各種研

修に参加させた。主なものは次のとお

り。 

・ 公立大学法人会計セミナー 

・ ＩＢＭ講習会 

・ 公立大学職員セミナー 

・ 公立大学協会主催「教務系担当者

会議」 

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

34 （ｳ）大学業務全般に精通している専門

職員の採用を検討する。 

（ｳ）組織運営を円滑に進めるため、

採用するポストの検討を行い、適

切な人材の確保に努める。 

（ｳ） 事務局の円滑な組織運営を進めるた

め、事務職員採用試験を実施した。 

・事務職員採用試験（H22.10.17 実施）

2 名採用 

・大学事務経験者採用試験（H22.12.19

実施） 

2 名採用（H21：4 名） 

 

［評価時の観点］ 

  大学事務経験者をさらに採用した。 

（＋１） 

４

（３）

４ 

（３）

大学事務経験者を、引き続

き、プロパー職員として採用

したことは評価する。今後と

も、より適正な職員体制とな

るよう期待する。 

― イ 教育環境の整備 

 

イ 教育環境の整備  ― ―  

35 （ｱ）語学センターでは、学内ＬＡＮを

利用した英語の自主学習ソフトの

利用促進と、貸し出し用教材の充

実を図るなど、学生が使える英語

を習得できるよう支援体制の一層

の充実を図る。また、学内で定期

的に実施しているＴＯＥＩＣＩＰ

テストの広報に努める。 

（ｱ）語学センターでは、ＣＡＬＬ教

室の施設・設備のトラブル防止に

努めるとともに、貸出用教材等の

充実を図り、学生の語学学習を支

援する。 

（ｱ） センター内の配置換えを行い、「語

学学習学生支援室」のスペースを確

保、個別学生指導や自学自習支援指導

が行いやすい環境を整えた。 

また、学習教材の整備として、多読

用教材の拡充と充実を図った。 

３

（３）

３ 

（３）

 

36 （ｲ）情報教育センターでは、学生の情

報活用能力の向上を図るため、学

生の自主学習や教員の教育活動の

支援体制の充実を図る。 

また、パーソナルコンピュータ

の活用面で語学センターと相互協

力する等、両センターの運営効率

化について検討する。 

（ｲ）情報教育センターでは、平成 21

年度に整備した「情報システム運

用・管理規程」に基づき、学内情

報の管理及び学内ネットワーク

のトラブル防止に努める。 

 また，平成 22年 9月にリース契

約が終了する学内ネットワーク機

器の更新を行う。 

（ｲ） 情報を活用する教育研究活動や学生

の自主学習を支援するため、学内ネッ

トワークの充実、適正な運営に努め

た。 

・ 学内ネットワークの正常運用に努

めた。 

障害 2 件（代替機へ切替、ソフト

更新で対応） 

・ 学内ネットワークの安定運用を支

援するため情報技術専門員を 1 名配

置した。 

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・ 「情報システム運用・管理規程」に

基づき柔軟なネットワーク構成を可

能とする学内基幹ネットワークの更

新を行った。特に、認証基盤の整備・

検疫システムの導入において、ネッ

トワークセキュリティの向上を図っ

た。 

・ 語学センターと協力の下，授業時

間外に演習室を開放した。 

開放日数 120 日 

利用者数 延 13,073 名 

（H21比 112%） 

37 （ｳ）附属図書館では、開館時間の延長

や土曜日開館を継続・充実して図

書貸出数の増加を図るとともに、

岡山県内の図書館間相互貸借シス

テムへの参加、蔵書の充実等によ

り利便性の向上に努める。 

 

○ 図書貸出冊数（年間） 

 現状（Ｈ18年度）23,000 冊 

 目標（最終年度）25,000 冊 

（ｳ）附属図書館では、新たに百科事

典・辞書等知識探索のデータベー

ス「ジャパンナレッジ」を導入し、

学術情報検索データベースの充

実等利便性の向上に努める。 

（ｳ） 百科事典・辞書等知識探索データベ

ース「ジャパンナレッジ」を導入し、

学術情報の充実と利便性の向上を図

った。 

・ 図書貸し出し冊数（年間） 

23,714 冊（25,939 冊） 

・ 副館長（情報リテラシー教育担当）

を 1 名新たに追加し、指名した。 

 
なお、辞書・事典等知的検索データ

ベース「ジャパンナレッジ」の導入、
医学関係の文献検索、全文閲覧が可能
な「メディカルオンライン」のトライ
アルの実施により、図書館に来なくて
も雑誌等の閲覧が可能となったため、
結果的に図書の貸出冊数が減った。よ
って、図書貸出冊数の減少が必ずしも
図書館の利用率低下とは考えない。 

３

（３）

３ 

（３）

 

38 （ｴ）デザイン学部では、時代に即応し

たメディア機器やネットワーク環

境を整備する。 

（ｴ）メディア機器やネットワークの

環境整備計画について、必要とさ

れる機能及び予算の両面から改

（ｴ） 通信の高速化とセキュリティの向上

を目指し、全学的な学内ネットワーク

システムが更新された。一方、これと

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

めて見直しを行い、優先順位を決

めて漸次整備を進める。 

齟齬をきたさないよう、デザイン学部

棟内の無線ＬＡＮ運用を見合わせた。

 

 

― ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善     

39-1 （ｱ）本学の教育、研究、地域･社会貢

献及び管理運営に関する評価等の

総括を行う評価委員会が、自己点

検の企画と実施に当たる。 

（ｱ）「教育の質の改善」を目的に、

評価委員会が中心に行ってきた

取組を点検するとともに、今後の

計画をより効果的なものとする。

・ 平成 21 年度に実施した「大学

機関別認証評価」での指摘事項

等への早期対応 

（ｱ） 評価委員会では、大学機関別認証評

価で指摘された次の取組について点

検・見直しを早期に実施した。 

・ 授業評価アンケートの実施方法 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｲ)［NO.40］を参照

・ 相互授業参観の実施方法 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｳ)［NO.41］を参照

・ 教員の個人評価制度の確立 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｴ～ｵ)［NO.42,43］

を参照 

・ また、大学機関別認証評価の結果

等を基に、次の改善も行った。 

※ Ⅴ-1-(3)［NO.123］を参照 

（シラバスの改善） 

※ Ⅱ-１-(2)-ウ-(ｵ)［NO.27］を参

照 

（学生へのオフィスアワー制度周知）

※ Ⅱ-１-(2)-ウ-(ｴ)［NO.25］を参

照 

（授業時間の確保） 

単位制度実質化のため、学期及び

休業日の期間を見直して、授業時間

の確保（定期試験日を授業時間と別

枠で確保）を平成 23 年度から実施

する措置をとった。 

 

［評価時の観点］ 

  大学機関別認証評価で指摘された事項

４

（３）

４ 

（３）

授業評価アンケートや相

互授業参観の実施方法を見

直し、教員の個人評価制度

の確立やシラバスの改善を

行うとともに、学期及び休

業日の期間についても見直

して、授業時間を確保する

措置をとるなど改革への取

組は評価できる。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

を改善した。（＋１） 

39-2 ・ 教育の質の改善計画（研究）が

全国的な競争の場（文部科学省教

育ＧＰ等）で認められた教員に対

し、研究費の支援を行う。 

・ 文部科学省の「大学生の就業力育成

支援事業」に、デザイン学部の「デザ

イナーの卵」孵化推進教育プログラム

が採択されたが、学部全体で取り組む

事業であるため、教員個人の研究費の

支援よりも事業実施に必要な施設設備

に対して、支援を行った。 

※「デザイナーの卵」孵化推進教育

プログラムは、Ⅱ-１-(1)-ア-(ｳ)

［NO.5］を参照 

 

［評価時の観点］ 

「デザイナーの卵」孵化推進教育プログ

ラムが採択され、事業実施に必要な施設設

備に対する支援を行った。（＋１） 

３ 

（２）

 

３ 

（２）

 

40 （ｲ）評価委員会が中心となり、学生に

よる授業評価を活用しながら教育

内容及び授業方法の改善の取組を

推進する。 

（ｲ）授業評価アンケートの実施方法に

ついて見直しを行い、新たな評価

方式を定め実施する。（平成21年

度から継続） 

 また、学生による授業評価アンケ

ート結果について、学生へのフィ

ードバック方法を定め、実施する。

（平成21年度から継続） 

（ｲ） 授業評価アンケートの項目の見直し

を行い、全学で利用する「全科目共通

項目」を 6項目とし、学部学科等の教

育課程の特性に応じて独自項目（9 項

目以内）を設定し、実施した。 

アンケート結果によれば、授業評価

は平成 19 年度以降、毎年度、良好な

結果が得られている。 

    

・Ｈ22年度前期 

実施科目数 370 教科（300 教科）

実施率   96.6% （99.0%） 

※ 被評価延教科目数/授業評価

対象延教科 

主要 6項目評価 4.02±0.44 

※ 5点満点の平均値±標準偏差 

・Ｈ22年度後期 

４

（３）

４ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

実施科目数 324 教科（267 教科）

実施率   93.9% （97.4%） 

※ 被評価延教科目数/授業評価

対象延教科目数 

主要 6項目評価 4.05±0.43 

※ 5点満点の平均値±標準偏差 

また、学生へのフィードバックとし

ては本学ホームページ上に授業評価結

果の概要を掲載した。 

 

［評価時の観点］ 

  授業評価アンケートの結果が良好。その

結果を学生へフィードバックした。（＋１）

41 （ｳ）学内教員相互の授業参観や新任教

員に対する研修会等を行うＦＤ

（Faculty Development）活動によ

り、教員の教育技術水準の向上を

目指す。 

（ｳ）授業参観や授業評価を継続し、

その結果を踏まえて授業改善を

図るとともに、学外講師によるＦ

Ｄ研修会を開催する。 

 また、これまで行ってきた相互授

業参観及びＦＤ研修会の活動状況

を踏まえ、事業内容を検討する。

（ｳ） 授業改善として、次の取組を実施し

た。 

・相互授業参観 

相互授業参観を実施するとともに、

授業参観に関する意見（教員 32名）を

聴取した。平成 22年度は意見集約に止

まり、事業内容の見直し等は 23年度に

継続することとした。 

（授業公開率） 

保健福祉学部 78%（88％） 

情報工学部  90%（100％） 

デザイン学部 85%（89％） 

（参加率） 

保健福祉学部 54%（59％） 

情報工学部  71%（66％） 

デザイン学部 57%（57％） 

・全学ＦＤ研修会 

（第 1回） 

愛媛大学医学部総合医学教育センタ

ー長の小林直人先生を迎えて、実践的

３ 

（４）

 

３ 

（４）

相互授業参観について、意

見集約を行っているが、事業

内容の見直し・検討を速やか

に行うことを期待する。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

なミニ講義を含む演習形式で実施 

日 時：H22.7.30 

テーマ：効果的な魅力ある講義の

進め方 

参加者：40名 

（第 2回） 

帝塚山大学 岩井洋先生を迎えて、ア

クティブ・ラーニングの講義と演習を

実施 

日 時：H22.11.15 

テーマ：アクティブ・ラーニング

参加者：46名 

・学外研修への参加 

ＦＤ部会委員が学外の研修会に参

加した。 

 

※ 授業評価については、 

Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｲ)［NO.40］を参照

 

［評価時の観点］ 

  相互授業参観の見直し遅延。（△１） 

42 （ｴ）教員の個人評価は、教育・研究・

社会貢献活動の適切な評価方法・

評価基準を定めて実施する。 

（ｴ）平成 20 年度に開始した教員の個

人評価の過去3年分（19～21年度）

の結果を点検し、平成 23 年度の

本格的実施に向けて評価方法を

確立する。また、平成 21 年度に

受審した認証評価の結果を基に、

必要であれば評価方法の改善を

行う。 

（ｴ） 平成 23 年度からの「教員の個人評

価」の本格実施に向けて、評価委員会

において計 9回（6月～翌年 3月の間）

の協議を行い、各種意見を参考に、こ

れまでの個人評価（試行）の実施基準

を見直し、実施要項を策定した。 

概要は、 

・ 目的を、教員に係る教育・研究・

社会貢献等活動、自己の活動実績に

対する説明責任及び自己主張を行う

能力等の向上とし、これにより本学

の教育研究活動の活性化を目指すこ

４

（３）

４ 

（３）

これまでの教員の個人評

価の実施基準を見直し、「教

員の個人評価実施要項」を策

定して、平成 23 年度から本

格実施することは評価する。 

教育・研究活動の活性化の

ため、適切に運用されること

を期待する。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

ととした。 

・ 評価者を、理事長及び教員である

学内理事 2名（計 3名）とした。 

・ 評価対象を全教員とした。 

・ 評価方法は、教員が作成する「個

人評価書（自己評価書）」及び「自

己主張書」を基に実施することとし

た。 

また、学科内の職位でグループを

編成（24グループ）し、評価項目（20

件前後）におけるグループ内の平均

数値との比較等により評価するこ

ととした。 

・ 評価判定を 3段階とし、 

Ａ（業績が優秀な者）を 10％程度

Ｂ（健全な活動を行っている者）

を 80％程度 

Ｃ（改善を要する者）を 10％程度

とした。 

 

［評価時の観点］ 

  個人評価実施要項を策定した。（＋１）

43 （ｵ）教員の個人評価等を有機的かつ

積極的に利活用するとともに、評

価結果を適切にフィードバック

して、教員の教育についての取組

を強化する。 

（ｵ）個人評価の平成 23 年度本格的実

施に向け、評価結果のフィードバ

ック方法を確立する。 

（ｵ） 評価結果のフィードバック方法の概

要は次のとおり。 

・ 学科・職位別グループ全員の評価

一覧表を当該年度末に配布（ただし、

氏名等、個人を特定する項目を削除）

し、グループ内他教員の活動実績と

比較することで、自主的な点検･改善

に資することとした。 

・ Ａ判定となった教員への研究費支

援、Ｃ判定となった教員について理

事長との面談（改善計画書の作成～

３

（２）

 

 

３ 

（２）

  教員の個人評価結果をフィ

ードバックし、教員の教育・研

究活動の促進を図っているこ

とは評価できる。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

進行管理）を実施することとした。

 

［評価時の観点］ 

  評価の結果のフィードバック方法を確

立した。（＋１） 

44 （ｶ）教育年報を毎年発行し、本学の

教育活動の成果を集約し、各種評

価のための資料を提供するとと

もに、次年度に向けた教育の質の

改善の指針を提示する。 

（ｶ）教育年報２０10 は平成２３年４月末

に発行し、本学のホームページに

公開する。 

（ｶ） 教育年報２０10 は平成２３年５月中旬に

発行し、本学のホームページに公開し

た。 

また、社会貢献年報（社会貢献に係

る年間の活動報告書）と記載内容の調

整を行うとともに、充実を図った。 

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

キャンパス・マネージャー（学生企画提言委員）の意見等を生かしながら、学生が有意義な大学生活を送れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の

充実を図る。 

（１）学習支援、生活支援、就職支援等に関する目標 

 

中期 

目標 

利用者である学生の視点に立って、学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するほか、生活相談、健康管理、就職対策等に係る支援体制の充実を図る。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人

自己

評価

委員

会 

評価

委員会参考意見 

― ２ 学生への支援に関する目標を達成

するためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成

するためとるべき措置 

    

― （１）学習支援、生活支援、就職支援等

に関する目標を達成するためとる

べき措置 

（１）学習支援、生活支援、就職支援等

に関する目標を達成するためとる

べき措置 

    

45 ア 教員が学生のために訪問時間帯

を設けて研究室に待機し、授業等の

疑問点や個人的な悩みなどの相談

を受けるオフィスアワー制度、学生

毎にアドバイザー教員を決め進路

や学業などの相談を受けるアドバ

イザー制度、心配ごとや悩みを専門

のカウンセラーが聞く「ほっとルー

ム（学生相談室）」及び保健室の専

門の職員が応じる健康管理体制な

どの充実を図り、自主学習及び生

活・進路相談における指導体制を強

化する。 

ア 種々の理由により修学できない

学生への修学指導を全学的に実施

する体制を確立し、具体的に対応す

る教職員間の連携を密に、問題の解

決を図る。 

・ メンタル面や特別支援が必要な学

生の早期把握に努め、各学科の教員

や非常勤精神科医等と連携を取り、

適切な対応に努める。 

また、学生相談室と保健室が連携

して、学生が気軽に学生相談室を訪

れることができるように取り組む

とともに学外カウンセラーの相談

時間を増やし、相談体制の一層の充

実を図る。 

ア 平成 21 年度から取り組んでいる「要

修学指導学生支援制度」を継続して実施

した。 

取組は、事務局において修学指導が必

要とされる学生（年度当初に履修未登録

者をチェック）を調査し、教員がサポー

トに当たるもので、必要に応じて、保護

者や事務局職員等も面談を行う。22 年度

は 8 名の該当があった。 

 

その他に、学部学科等では、個々の検

討を行い、次のような取組が行われた。

・ 保健福祉学科では、学年担任制の明

確化（年 2 回の学年別オリエンテーシ

ョン等）や毎月の学科会議で必ず学生

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人

自己

評価

委員

会 

評価

委員会参考意見 

の動向について討議し、問題の早期発

見と教員間での問題意識の共有に効果

を挙げた。 

・ デザイン学部では、支援の必要な学

生に対して、学科の学生生活支援委員

やクラス担当が中心になって、組織的

な対応を行った。 

アフターケアとして、学内カウンセ

ラーによる教員への指導・レクチャー

を実施し、ケアの必要な学生に対して

組織的・継続的な対応を周知した。 

 

また、メンタル面等において支援が必

要な学生の早期把握とともに、適正な対

応に努めた。 

・ 早期把握及び修学継続等をサポート

する支援システムを構築した。 

・ 学生生活支援専門委員会委員に学生

相談室主任を加え、学生相談室と各学

部・学科との連携を強化した。 

・ 学生が気軽に学生相談室(ほっとル

ーム)を訪れることができるよう、ホ

ームページに新たに画像によるほっ

とルームの紹介を加えるとともに、年

2 回｢ほっとルームキャンペーン｣の期

間を設けるなど学生相談室の利用促

進を図った。 

・ 学外カウンセラーの相談日を週 1回

増やし、相談時間を月曜日から金曜日

まで毎日4時間以上として相談体制の

充実を図った。 

・ 学科ごとに新入生を対象としたオリ

エンテーションを開催し、大学生活へ
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人

自己

評価

委員

会 

評価

委員会参考意見 

の早期適応及び学生間の連帯感、学生

と教員の信頼関係の高揚を図った。 

46 イ インターンシップによる学生のキ

ャリア形成を支援するため、学内の

「インターンシップ推進会議」の活

動を充実する。また、「大学コンソ

ーシアム岡山」におけるキャリア教

育も活用する。 

イ インターンシップへの参加を希

望する学生の主体的な取組を支援

するとともに、公務員を志望する学

生を中心に総社市インターンシッ

プへの参加を積極的に働きかける。

イ インターンシップについて周知を図

るとともに、参加を希望する学生を次の

とおり支援した。 

・ インターンシップ説明会の開催 

年度当初に説明会を開催し、インタ

ーンシップの意義や重要性を説明し、

学生の主体的参加を促した。 

NPO 法人 WIL のインターンシップ実績

参加学生 25 名（15名） 

総社市インターンシップ実績 

参加学生 19 名（11名） 

・ 就職支援専門委員会を設置(10 月)

し、学生の就職支援及びキャリア形成

支援(インターンシップを含む)のより

一層の充実を図ることとした。なお、

これに伴いインターンシップ推進会議

は廃止した。 

 

また、学部学科が個別に行うインター

ンシップへの取組状況は次のとおり。 

・看護学科 

病院等（就職先となる機関）を対象

に参加を奨励 

参加学生 13名（14名） 

・保健福祉学科 

病院での課外実習機会の提供 

参加学生 4名（8名） 

・デザイン学部 

総社市が包括協定に基づき実施する

インターンシップを活用できるよう、

教育カリキュラムの改正を行い、24年

３ 

（３）

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人

自己

評価

委員

会 

評価

委員会参考意見 

度から適用することとした。 

47 ウ 県内企業の学内説明会の実施、就

職資料室の県内企業コーナーでの

情報提供などにより、県内就職を希

望する学生が就職活動を効果的に

展開できるよう充実を図る。   

 

○ 卒業生の就職率(%) 

 現状      93 

 目標(最終年度) 97 

※ 就職率＝就職者数／就職希望者数 

ウ 雇用情勢が厳しい中、状況に応

じ、的確かつ早期な対策を講じる。

・ 学生ニーズにあった各種就職ガイ

ダンスやセミナーをその時季に合

わせて開催するとともに、自己分

析検査や就職模擬試験、大都市部

での合同企業説明会への就活バス

の運行を行うなど、学生の主体的

な就職活動を支援する。 

・ 就職相談員による模擬面接や質

の高い個別指導等を行う。 

・ 就職活動が長期化する学生（４

年次生）等を対象に就職相談員に

よる「電話就職相談窓口」を新た

に開設する。 

 

また、各学部・研究科では、就職

支援セミナー、卒業生を招いた就職

ガイダンス及びワークショップ等、

各々の特色に沿った支援活動を行

うとともに、その実施内容を点検す

る。 

ウ 就職支援専門委員会を設置し、支援体

制を強化するとともに、次のとおり全学

的な支援を行った。 

・就職ガイダンス 

就職活動の進め方やエントリーシー

ト対策講座、公務員志望者向けのガイ

ダンスなど学生のニーズに合わせ、各

種ガイダンスを開催した。 

実施回数 9回（7回） 

・自己分析検査・就職模擬試験等 

希望者を対象に自己分析検査、就職

模擬試験を実施した。 

自己分析検査 2回（1回） 

就職模擬試験 3回（3回） 

・就活バス運行 

大阪及び広島で開催される大規模な

合同企業説明会へ就活バスを運行し

た。 

運行回数 2回（2回） 

・就職相談員による各種相談 

就職相談員による模擬面接やエント

リーシートの書き方等の個別指導を行

った。 

また、電話でも相談ができるよう就

職相談室へ直通電話を設けた。 

相談件数 526 件（360件） 

・平成 22年度卒業生の就職率 90.4％ 

（90.8％） 

 

各学部・研究科では、就職説明会、卒

業生等を招いた就職説明会懇談会や支援

セミナー等を開催するとともに、個々の

３ 

（３）

 

 

３ 

（３）

景気の低迷による雇用情勢

の悪化の中、学部生の就職率は

90.4％とほぼ前年度並を維持

していることは評価できる。 

今後とも学生が就職活動を

効果的に実施できるよう、迅速

かつ適切な対応を望む。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人

自己

評価

委員

会 

評価

委員会参考意見 

実状に応じて各種支援を行った。22年度

に新たに企画した業務は次のとおり。 

・栄養学科 

新たな取組として、地方公務員に内

定した栄養学科４年次生7名を講師と

して、栄養学科３年次生を対象に「栄

養学科公務員ガイダンス」を12月に開

催した。（参加16名） 

・保健福祉学科 

21年度に開始した「就職情報メーリ

ングリスト」を継続するとともに、実

施状況を点検した。 

効果として、実習等で大学に来るこ

とができない学生からのニーズが高

く、有用であることが分かった。 

・情報工学部 

システムエンジニアリング岡山（Ｓ

ＥＯ）主催の会社説明会の本学開催

（H23.2.23）に合わせて、近隣県の企

業を数社招き、合同説明会を実施した。

 

 雇用情勢が厳しいときであるが、以上

述べた全学及び各学部毎の就職支援活

動により、平成 22 年度の就職率は全学

で 90.4%と、ほぼ前年度(90.8%)に近い結

果を得た。 

48 エ 学生が単なる就職活動に止まら

ず、幅広い人間形成や職業観などを

身につけるように、教員はカリキュ

ラム全体を通じてキャリア形成支

援に努める。 

エ コミュニケーション能力、表現

力・プレゼンテーション能力の向上

を目的に、全学教育の臨時授業科目

として、「コミュニケーションティ

ーチング演劇演習」を引き続き開講

する。 

また、平成 19 年度から学生のキ

エ 平成 21 年度に引き続き、全学教育科

目として、「コミュニケーションティー

チング演劇演習」を開講した。 

履修者 16 名（H21：8 名） 

相互理解を深めながら共同して一つの

演劇を創作する中で、次の効果を得た。

・ コミュニケーションの難しさと大

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人

自己

評価

委員

会 

評価

委員会参考意見 

ャリア形成支援に努めているが、そ

の浸透について、学生の動向を注視

する。 

切さ 

・ 他の場面にも適用できる「協力体

制」の習得の一助となった。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（２）経済的支援に関する目標 

 

中期 

目標 

学資が十分でない学生に対して、学業に専念できるよう経済的な支援の充実を図る。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― （２）経済的支援に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 ― ―  

49 学資等が十分でなく就学が困難な

学生については、授業料減免制度の

活用、各種奨学金の斡旋などにより

支援する。 

学生の経済的支援として、授業料

減免及び各種奨学金について、学内

学生向けホームページ及び掲示板

により情報提供に努める。 

授業料減免及び各種奨学金制度につい

て、説明会の開催やホームページ等への

掲載等により周知に努めるとともに、制

度の活用、斡旋による経済的支援を行っ

た。 

・授業料の減免 

申請者に対し、減免基準に基づき審

査を行い、減免者を決定した。 

減免実績 延 162 人(延 130 人) 

・奨学金 

日本学生支援機構奨学金について、

基準を満たす学生の推薦を行った。 

定期採用者数 113人 

応募者数 116 人 

(定期採用者数 108人、応募者数 114 人)

※（ ）内は 21年度実績 

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（３）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中期 

目標 

国際社会に開かれた大学として、外国人留学生の受入を進めるほか、各種支援の充実に努める。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― （３）留学生に対する配慮に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（３）留学生に対する配慮に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 ― ―  

50 ア 外国人留学生に対しては、奨学金

制度の調査・情報提供、自転車の無

償貸与や在留許可更新手続きなど

の支援、少人数の学生を教員が担任

し、学習面等について指導助言を行

うチューター制度などによる支援

の充実を図る。 

ア 日本での生活に不慣れな留学生

に対し、学習や生活面において次の

ような支援を行う。 

・ 学内学生向けホームページに留

学生向けのコーナーを新設し、各

種奨学金情報や留学生に有用な

情報提供を行う。 

・ 日本での生活に不慣れな留学生

に対してチューターを配置し、修

学支援を行う。 

・ 附属図書館では、留学生の日本

語修得を支援するため、関連図書

の整備を図る。 

ア 日本での生活に不慣れな留学生に対

し、学習や生活面において次のような支

援を行った。 

・ 学内学生向けホームページに留学生

向けのコーナーを設け、奨学金募集や

授業料減免制度等の情報提供を行っ

た。 

なお、奨学金については、各種制度

の周知を図るとともに、留学生の状況

を考慮して選考・推薦を行った。 

受給者 9名（留学生数 12名） 

・ チューターについては、必要とする

学生はいなかった。 

・ 附属図書館では、留学生の日本語修

得を支援するため、日本語学習に関す

る図書を充実した。 

３

（３）

３ 

（３）

 

51 イ 保健福祉学部においては、留学生

の積極的な受入（編入学を含む。）

体制を構築する。 

イ 保健福祉学部では、国際交流協定

締結校等からの留学生受入を進め

る。 
また、デザイン学部では、転学生

の受け入れ体制等について再検討

イ 国際交流協定締結校からの平成 22 年

度留学生の受入として、保健福祉学研究

科博士後期課程保健福祉科学専攻では、

韓国ウソン大学校から 1名受け入れた。

また、国際交流締結校からの 23 年度

２ 

（２）

 

 

２ 

（２）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

を行う。 転学生の受入について検討し、韓国ウソ

ン大学校から各学部1名の転学生の受入

枠を設定したが転学出願者はなかった。

※ ウソン大学校が、23年度に転学を

希望する学生の日本語力を考慮し、

出願を見合わせた。 

なお、デザイン学部の受け入れ体制は

未検討のままであった。 

 

［評価時の観点］ 

  転学生の受入がない。また、デザイン学

部の受け入れ体制が未検討。（±０） 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中期 

目標 

ア 教員自らの研究水準を高め、研究成果を国内的及び国際的に広く発信する。 

イ 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、県民福祉の増進、文化の向上、産業の発展、地域振興等に寄与する調査研究活動に取り組む。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ３  研究に関する目標を達成するため

とるべき措置 

３ 研究に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 ― ―  

― （１）研究水準及び研究の成果等に関す

る目標を達成するためとるべき措

置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関す

る目標を達成するためとるべき措

置 

 ― ―  

52 ア 研究者としての教員の水準向上 

教員が、学部学生や大学院生の教

育及び研究指導を行うには、研究者

として十分な能力を備えることが前

提であるので、各々の専門分野にお

ける国内及び海外の場で研究成果を

積極的に発表する。その成果をもと

に、学内での競争原理を効果的に適

用して教員のレベル向上を図る。 

ア 教員個人の研究者としての能力

を高めるために、学外において研究

成果を積極的に発表する機会を増

やす。 

・看護学科 

専門分野での学会発表件数とし

て、50件以上、学術論文 20件以

上を目指す。 

・栄養学科 

専門分野での学会発表と学術論

文の総件数について、平成 21年度

実績の維持をを目指す。 

・保健福祉学科 

専門分野または教育内容に適合

した研究業績（紀要を除く）の発

表件数について、27 件（教員 27

名）以上を目指す。 

・情報工学部 

ア 教員個人の学外における研究成果の

発表について、学部学科ごとに目標を立

てて推進したが、達成状況は、各学部学

科において様々な結果となった。 

・看護学科 

専門分野での学会発表 58件（53件）

学術論文 36 件（44件） 

※ 学術論文の発表件数が平成 21 年

度実績を下回ったが、22年度の目

標件数は達成することができた。

・栄養学科 

著書 14件（17件） 

論文 35件（60件） 

国際学会 47 件（49件） 

国内会議 118 件（109件） 

※ 論文（学術）の総件数維持が課題

である。 

・保健福祉学科 

３ 

（３）

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

専門分野での学術論文及び国際

会議論文の発表件数について、平

成21年度実績の105％以上を目指

す。 

・デザイン学部 

専門分野または研究内容に応じ

て、学術論文投稿、学術講演、作

品展または公募展応募等の研究成

果として、42件（教員 42名）以

上を目指す。 

著書 4件（3件） 

論文 25件（25件） 

作品 4件（4件） 

※ 件数の維持とともに更なる質の

向上が課題である。 

・情報工学部 
著書 6件（2件） 
論文 38件（37件） 
国際会議発表 51 件（31件） 
国内会議発表 232 件（165 件） 

※ 国際会議での発表件数は目標を

大きく上回ることができたが、学

術論文の発表件数が目標を若干下

回った。 

 その他で、国内会議での発表件数

が大幅に増加した。電気・情報関

連学会中国支部連合大会を本学で

開催したこともあり、教員と院生

の積極的な取組により十分な実績

を残すことができた。 

・デザイン学部 

学術論文投稿 23 件（62件） 

学術講演 7件（4件） 

作品展 56 件（45件） 

公募展応募 12 件（7件） 

学会等会議での口頭発表 67 件 

※ 目標（学部内 42 件以上）を達成

するとともに、学会等会議におい

て積極的な発表を行った。 

 

※ ( )内は 21年度実績 

53 イ 大学として重点的に取り組む課

題 

前記アに述べた研究者個人の研

イ 産学官連携推進センターでは、新

規性を主体とする学術的研究とは

異なり、研究成果の地域への有用性

イ 「領域・研究プロジェクト」では、地

域のニーズや県政の課題を考慮すると

ともに、一般の人に分かり易くなるよ

３

（３）

３ 

（３）

「領域・研究プロジェク

ト」を３領域に集約再編して

12のプロジェクトに取り組
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

究活動とともに、学部横断的な共同

研究を行う研究体制を組織する。そ

れらにより、県民福祉の増進、文化

の向上、産業の発展、地域振興等の

課題及び県政の重要課題に関わる

調査研究に重点的に取り組む。 

の視点に立ち、学域横断的な「領

域・研究プロジェクト」等を中心に、

実学的共同研究等を推進する。 

う、平成21年度実施の８領域を、「健康・

福祉／地域・環境／モノ・コトづくり」

の３領域に集約再編し、これに沿って12

のプロジェクトを推進した。 

学部横断的な研究体制の整備として、

19年度に「領域・研究プロジェクト」を

設置したが、継続的に点検・見直しを行

い、学内でも十分に周知され、活性化が

図られている。 

この「領域･研究プロジェクト」を本学

における学部横断的な研究組織として、

重点的に支援することとした。 

まれており、今後も重点課題

として、積極的な取り組みを

期待する。 

54 ウ 研究総覧の作成 

全学の教員の研究成果を集約し

た研究総覧を作成し、教員相互の情

報交換及び評価に向けて役立てる

とともに、学外への情報発信とす

る。 ただし、本学には多様な研究

分野が含まれているので、その評価

は全学一律に行うのではなく、類似

の研究分野の教員間に刺激を与え

るように行う。 

ウ 全教員を対象として「教育研究者

総覧 2011」を発行し、本学のホーム

ページに公開する。 

また、保健福祉学部及びデザイン

学部では、学部紀要を発行する。 

ウ 教育情報の公表義務化に伴い、掲載内

容の見直しを行うとともに、全教員を対

象として「教育研究者総覧 2011」を発行

し、本学のホームページに公開した。 

また、保健福祉学部及びデザイン学部

では、これまでどおり学部紀要を発行し

た。 

３

（３）

３ 

（３）

 

55 エ 研究成果の管理 

岡山ＴＬＯを活用して教員の発

明に係る審査機能を充実させるな

ど、知的財産の管理・活用等を図る。 

エ 研究成果の管理 

教員の発明に係る審査から権利

取得までの事務処理を効率的に行

うことを目的に、職務発明に関する

規程等の見直しを行う。 

エ 職務発明等に係る審査事務の実状を

考慮し、「職務発明等に関する規程」や

業務手順の見直し等を行い、より効果的

なものとしたが、活動実績は前年度程度

であった。 

また、職務発明審査会を 3 回（4 回）

開催し、内容は次のとおりであった。 

審査     4 件（3件） 

うち、ＴＬＯへ意見聴取 2件 

発明認定   3 件（3件） 

発明権利承継 2件（3件） 

２ 

（２）

 

 

２ 

（２）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

出願   3 件（1件） 

うち、ＴＬＯから出願 1件（1件）

※（ ）内は 21年度実績 

 

［評価時の観点］ 

  活動実績が前年度と同程度（±０） 

56 オ 倫理審査 

倫理的な配慮を図るため、教員が

人間を直接対象として行う医学、生

物学及び関連諸科学の研究を行う

場合は、必要に応じて倫理委員会の

審査を受ける。 

オ 倫理審査 

倫理委員会は、教員の研究活動に

遅滞なく対応して必要な審議を行

う。 

オ 倫理委員会を 6 回（7 回）開催し、審

査依頼のあった 38 件の研究計画を承認

した。 

承認    14 件（23件） 

条件付承認 23 件（ 3件） 

継続審査   1 件（ 3件） 

※（ ）内は 21年度実績 

 

また、審査の充実、円滑化を図るため

教員及び大学院生を対象とした講習会を

開催した。 

テーマ「医学系研究をめぐる法と倫理」

講師 岡山大学院医歯薬学総合研究所

粟屋 剛 教授 

参加者 教員 ･30 人、院生 14人 

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中期 

目標 

教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が地域社会に還元される研究体制等の整備と教員の研究能力の向上に取り組む。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― （２）研究実施体制等の整備に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目

標を達成するためとるべき措置 

 ― ―  

57 ア 学外の公的試験研究機関や民間

の研究所の施設・設備と人的資源を

活用する連携大学院方式を進め、教

員の研究活動の活性化にも資する。 

ア 学外の公的試験研究機関等との

連携大学院方式を進め、教員の研究

活動の活性化に資する。 

・ 栄養学専攻では、連携大学院で

ある倉敷中央病院との学術研究

交流の推進を図る。 

ア 連携大学院協定等を活用し、教員の研

究活動を推進した。 

・ 保健福祉学研究科（博士後期課程栄

養学関係領域）では、連携大学院協定

に基づき、倉敷中央病院小児科 新垣義

夫部長及び田中好子医師と本学 辻英

明教授との間で「小麦アレルギー」に

関する共同研究を開始した。 

・ 栄養学科では、東京大学産業技術研

究所との連携の可能性について検討し

た。 

３

（３）

３ 

（３）

 

58 イ 地域共同研究機構を主体にした

研究組織づくり 

前記３ (１) イで述べた共同研

究を全学で効果的に実施するため

に、地域共同研究機構が中心とな

り、学部横断的な研究体制を組織化

する。 

イ 「領域研究プロジェクト」では、

外部資金獲得、研究成果の実用化及

び地域企業等への技術支援を進め

るため、本学教員と地域企業・施

設・組織との共同研究組織づくりを

積極的に行う。 

イ 「領域・研究プロジェクト」では、平

成21年度８領域を、３領域に集約再編

し、これに沿って12のプロジェクトを推

進した。 

※ Ⅱ-３-(1)-イ［NO.53］を参照 

３

（３）

３ 

（３）

 

59 ウ 学内の競争的研究資金の配分に

ついては、本学が定める重点課題に

ウ 学内の競争的研究資金について、

教員の教育研究活動に対する積極

ウ 学内特別研究費の配分に当たっては、

教員の教育研究活動に対する積極性、研

３

（３）

３ 

（３）

 



- 56 - 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

対する解決に向けた着想力及び研

究者の業績等を勘案して、研究成果

が国際的若しくは国内的に評価さ

れるか又は地域社会に還元される

研究へ傾斜配分するシステムの構

築に努める。 

 

性、研究内容の新規性・有用性及び

本学が定める重点課題（領域・研究

プロジェクトを含む。）に対する適

応性等を考慮した配分を行い、研究

成果の向上を図る。 

究の有用性及び本学が定める重点課題

（領域・研究プロジェクトを含む。）に

対する適応性等を考慮して交付した。 

（特別研究費の交付実績） 

・地域貢献特別研究費 

32 件、28,880 千円（8件、9,950 千円）

・独創的研究助成費 

72 件、49,300 千円（6件、5,300 千円）

・最先端研究助成費 

 8 件、11,650 千円（2件、3,000 千円）

※（ ）内は領域・研究プロジェクト

交付分 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（１）地域貢献に関する目標 

 

中期 

目標 

地域共同研究機構を窓口として、大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断的な取組を推進する。 

また、高校と大学との連携を強化する取組を積極的に進める。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に

関する目標を達成するためとるべき

措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に

関する目標を達成するためとるべき

措置 

 ― ―  

― （１）地域貢献に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 ― ―  

― ア 本学の基本理念「実学を創造し、

地域に貢献する」に対する学内の認

識を深め、教職員の協力の下、地域

共同研究機構の機能強化及び活性

化を図る。 

 ― ―  

60-1 

ア 学部を超えて共同研究等を推進

する全学的な組織である地域共同

研究機構の機能を強化する。 

（a）地域共同研究機構機能強化・運

用体制の充実 

 地域共同研究機構の事務体制を

充実するとともに、コーディネー

ターと、学長、事務局長等との情

報交換や戦略会議の開催等企画・

運用体制を充実する。 

（a） 次のとおり、地域共同研究機構の機

能強化・運用体制の充実を図った。 

・ 原則毎週開催の学内理事会で、地域

共同研究機長（理事）が重要案件を提

案するとともに、日頃から各種情報交

換に努めた。 

・ 産学官連携推進センターの幹事１名

を学部と機構の間の兼任教員に選任し

て組織力を充実した。 

 

（認定看護師教育課程の開講） 

岡山県や(社)岡山県看護協会からの

３ 

（２）

 

 

３ 

（２）

地域共同研究機構と学長

の情報交換を密に行い、地域

共同研究機構の運用体制の

充実が図られている。 

また、地域のニーズに応え

て「認定看護師教育課程（糖

尿病看護）」の開講準備を進

めたことは評価できる。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

要請を受けて、地域で求められる豊か

な知識と確かな技術によりヒューマン

ケアリングを実施する看護職の専門性

をさらに高める「認定看護師教育課程

（糖尿病課程）」の開講準備を進めた。

※ 認定看護師教育課程： 

 (社)日本看護協会が、特定の看護

分野ごとに、熟練した技術による

高い水準の看護実践者の認定審査

を行っているが、この認定審査を

受けるために必要な教育カリキュ

ラム 

経過 

・H22. 8.27 機関認定申請 

・H22.10.21 認定 

・H22.12. 6 募集開始 

募集分野：「糖尿病看護」 

教育期間：H23.6.2～24.1.28 

（8ヶ月）

募集人員：24名 

・H23. 1.21 入学試験を実施 

・H23. 1.28 合格発表（25名） 

・H23. 4. 1 認定看護師教育センター

を開設 

・H23. 6. 2 開講式 

 

［評価時の観点］ 

  21 年度に不十分としたセンターと学長

との情報交換は、センター長が学内理事会

を通じて随時行った。（＋１） 

60-2 

 

（b）地域共同研究機構の発信力強化

 地域共同研究機構のパンフレッ

トを初め、冊子類、ＯＰＵフォー

（b） 地域共同研究機構のパンフレット

を、大幅に増補改訂した。主な増補点

は以下のとおり。 

３ 

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

ラム、社会貢献年報、ホームペー

ジ、産学官の会合、各種展示会等

を活用して、共同研究等に結びつ

く情報を積極的に発信する。 

・共同研究等の実績分析 

・主な相手方・アクティブラボと提案

型共同研究の実績を充実 

 

また、OPU フォーラム、社会貢献年

報、メールマガジン、ホームページ、

各種産学官の会合・展示会などを活用

して、本学の産学官連携活動の成果を

学内外に情報発信した。 

特に、８月に東京で開催された JST

主催の新技術説明会では、栄養学科の

教員が、研究シーズの紹介を行った。

60-3 （c）外部専門家の活用 

 産学官連携推進センターでは、知的

財産に係る業務や大学発ベンチャ

ー立ち上げ支援等において、外部専

門家である客員教員を活用すると

ともに、全学的に取り組みが行われ

るアクティブキャンパスや公開講

座等においても、客員教員による支

援を行う。 

（c） 外部専門家の活用 

知的財産業務では、岡山TLOに 2件

相談を行い、指導を受けた。 

外部の競争的研究資金の獲得では、

岡山県産業振興財団などの支援を４件

受けた。 

また、客員教員からは、青山客員教

授による学内講演会「食用油脂の基礎

と応用」をはじめ、各種の学外情報の

提供を受けた。 

３

（３）

３ 

（３）

 

― イ 保健福祉推進センターは、以下の

活動を行う。 

 ― ―  

61-1 

イ 保健福祉推進センターにおいて、

研究会活動を通した学術支援等に

より、看護師、管理栄養士、社会福

祉士、保育士等の専門家の活動能力

の向上を図るほか、市町村が開催す

る保健福祉関連行事や研究活動の

支援を行う。また、県民を対象とし

た、健康・福祉に関する情報発信を

行う。 

（a）第一線で活躍している保健福祉

分野の専門職を対象に、研究会等

を開催する。 

①看護関係の分野 

地域看護学研究会、看護技術研

究会、リスクマネジメント研究会

②栄養関係の分野 

栄養学研究会 

（a） 保健福祉分野の専門職を対象に、次

のとおり研究会等を開催した。 
①看護関係の分野 

地域看護学研究会 4 回、看護技術
研究会 4 回、リスクマネジメント研
究会 13回、精神科訪問ケア研究会 4
回を開催し、実践的研修を行うとと
もに、研究活動を支援した。 

４

（４）

 

 

 

４ 

（４）

「県立大学子育てカレッ

ジ」を始めとして、地域貢献

を目的とした事業が積極的

に行われていることは評価

できる。 

こうした取組により、地域

の福祉向上に寄与していく

ことを期待する。 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

③保健福祉関係の分野 

社会福祉研究会、介護福祉研究

会、子どもと保育研究会及び保育

ステップアップ講座 

また、本学、総社市等で組織す

る実行委員会を通じて、平成 22

年 3 月に設置した「県立大学子育

てカレッジ」を積極的に支援し、

次世代育成の支援及び地域への

貢献に努める。 

 

実施主体： 

県大そうじゃ子育てカレッジ

実行委員会 

岡山県立大学、総社市、地域の

子育て支援者、岡山県等で組織 

 

主な事業内容： 

・ 親子交流広場の設置及び運営

本学の施設内に「親子交流広

場」を設置するとともに、当施

設を、総社市の次世代育成計画

に掲げられている「子育て支援

拠点（チュッピーひろば）」と

して提供する。 

また、当該事業への学生の参

加はもとより、実習プログラム

の場として活用する。 

・ 保育士、幼稚園教諭、その他

地域の子育て支援サービスの

提供者に対する質的向上への

取り組み 

・ 地域の子育て支援関係者の情

報交換等 

②栄養関係の分野 
栄養学研究会6回を開催し、(管理)

栄養士に役立つ実践的研修や食育研
修を行うとともに、地域との連携や
研究活動を支援した。 

③保健福祉関係の分野 
社会福祉研究会 5 回、介護福祉研

究会 4 回、子どもと保育研究会 4 回
を開催し、実践的研修を行うととも
に、研究活動を支援した。 

 

また、総社市等とともに「県立大学

子育てカレッジ」の活動推進に努めた。

・ 学内に親子交流広場（チュッピー

ひろば）を開設し、学生による遊び

の提供および授業成果発表会等を実

施した。 

また「親子で楽しむ音楽会 －０歳

からのコンサート－ 」を開催した。

参加者 680 名 

・ 保育士等子育て支援者に対する質

的向上の取組として、保育ステップ

アップ講座（4回）を開催した。 

・ 親子や母親を対象に、ワークショ

ップ「ＮＰノーバディーズパーフェクト

プログラム」外 2講座を開催した。 

・ 情報交換と研修の場として、総社

市子育て支援ネットワーク研修会等

を開催した。 

・ その他、子育て準備期への支援と

して、男子学生を対象に「育メンプ

ログラム」を実施した。 

 

［評価時の観点］ 

  子育てカレッジを始め、多様な取組が積
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

地域子育て支援関係者との

情報交換（ニーズの把握）の場

として活用する。 

極的に行われた。（±０） 

 

61-2 （b）地域の人々の健康、福祉及び親

睦を目的に、次のような事業を行

う。 

・鬼ノ城シンポジウム 

・グラウンド・ゴルフ大会 

（b） 地域の人々の健康、福祉の増進、体

力の向上及び親睦を目的に、次の事業

を開催した。 

・ 第 9 回晴れの国鬼ノ城シンポジウ

ム「しなやかに生きる力を育む・支

える －これからの福祉文化－遊

び・芸術・交流から生まれる大きな

力－」（12月 19日） 

参加者 385 名 

・ 第 9 回鬼ノ城グラウンド・ゴルフ

交歓大会（9月 13日） 

    参加者 328名 

・ 第 17回学長杯グラウンド・ゴルフ

交歓大会（11月 13日） 

参加者 197 名 

３

（３）

３ 

（３）

 

61-3 （c）市町村等と協力し、一日保健福

祉推進センターを開催する。 

（c） 一日保健福祉推進センターを次のと

おり開催した。 

・親子講座 

「心ほかほか親子で歌あそび♪」
・3月 7日、久米郡美咲町平成会館 
・参加者 大人 26名、子ども 30名 

（課題） 

市町村からの積極的な依頼・要望

が少ないことから、今後の事業のあ

り方等について検討を要する。 

３

（３）

３ 

（３）

 

61-4 （d）教員の講師派遣を積極的に行う。 （d） 医療・保健・介護・福祉活動等へ講

師を派遣した。 

派遣（研修会）数 4件（14件）

２

（３）

２ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

   ［評価時の観点］ 

  講師派遣回数が大幅に減少した。（△１）

   

― ウ メディアコミュニケーション推

進センターは、以下の活動を行う。

 

 

― ―  

62-1 （a）県・市町村など公共団体のコン

テンツ制作を支援する。 

・ デジタルコンテンツ制作講座を

開催し、地域貢献及び人材育成に

努める。 

・ 公共団体が開催する事業に積極

的に関わり、公共団体主催事業の

審査、委員等に教員を派遣する。

・ 第 25回国民文化祭において、各

種団体主催事業の支援やワーク

ショップの開催等に積極的に係

わり、文化の発展に寄与する。 

（a） 次の県・市町村など公共団体のイベ

ントやグラフィック制作、コンテスト

プロデュース等を支援した。 

・ 「安全・安心まちづくり旬間」防犯

電車ラッピングデザイン 

・ 「そうじゃ吉備路マラソン」のロゴ

を配した幟のデザイン制作 
・ どんなんじゃ！こんなんじゃ！そう

じゃ～イラストとダイヤグラムによ
る総社   

 発見～ポスターパネルの制作 外 

・ 「第 5回デジタル岡山グランプリ」

のプロデュース支援 外 

・一般県民を対象に、デジタルコンテ

ンツ制作講座の開催（2回） 

・ 公共団体が開催する事業に積極的

に関わり、公共団体主催事業の審査、

委員等に教員を派遣(3回) 

・ 平成 21年度から支援活動を行って

きた第 25回国民文化祭開催にあた

り、各種団体主催事業の支援や関連

ワークショップの開催等を積極的に

支援 

＜あっ晴れ！おかやま国文祭＞看

板のデザイン制作 外 

３

（３）

３ 

（３）

 

62-3 

ウ メディアコミュニケーション推

進センターにおいて、市町村、学校

等が行う広報等におけるデジタル

映像の制作指導や技術の向上等を

支援するとともに、本学の設備を有

効に活用して同センターが主体と

なってデジタル映像を制作し県下

に発信する。 

（b）メディアコミュニケーション推

進センターのホームページにつ

いて、定期更新が可能となるよう

（b） メディアコミュニケーション推進セ

ンターの活動について、ホームページ

の更新を適時・適切に行った。 

３

（３）

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

計画し、適時・適切に活動・支援

内容を発信する。 

 

［評価時の観点］ 

  ホームページの更新が適時・適切に行わ

れた。（＋１） 

 

63-1 エ 県内高校との協議を定期的に行

い、高校側からの要望等を聴取する

とともに、本学の理念及び教育方針

の理解を求める等、情報交換の場と

して積極的に活用する。 

エ 全学的な事業として、次のとおり会議

を開催した。 

・県内高等学校長との懇談会 

日時：平成 22年 7月 21日（水） 

場所：岡山県立大学本部棟大会議室

参加：12校 

・高等学校進路指導担当教員との意見交

換会 

日時：平成 22年 6月 30日（水） 

場所：岡山県立大学本部棟大会議室

参加：47校 

３

（３）

３ 

（３）

 

63-2 

エ 県内高校の校長や進路指導担当

教員と定期的に協議・情報交換を行

い、双方向での学習効果を高める取

組を推進する。 

岡山県教育委員会との間で締結

した「連携教育の実施に係る協定」

に基づいて、高校生に対し、大学レ

ベルの教育を履修する機会として、

出張講座等を開催し、学習意欲や進

路意識の高揚を図る。 

また、デザイン学部（メディアコ

ミュニケーション推進センター）で

は、高大連携の推進を目的に高等学

校からのニーズ等を把握し、単位授

業を行う。 

県内高校の要請等に応じて各種出張講

座を実施した。 

・連携講座 2校、3講座 

岡山工業、総社高校 

・講師派遣 12 校、21講座 

岡山工業、邑久、玉野、玉野光南、

倉敷古城池、倉敷南、総社、総社南、

笠岡、津山東、金光学園、就実 

 

また、デザイン学部では、高大連携を

図るため、高等学校の単位授業を１科目

担当した。 

・単位授業 総社高校、1科目 

３

（３）

３ 

（３）

 

64 オ 移動型情報発信基地の整備 

県下各組織・施設からの要望に応

え、また、本学からの主体的取組に

より、移動型の情報発信基地（アク

オ 移動型情報発信基地（「アクティ

ブキャンパス」という。）の推進 

各学部学科の特色を生かして、社

会人向けの講座、講演会及びワーク

オ 各学部学科の特色を生かして、社会人

向けの講座、講演会及びワークショップ

等を開催した。 

講座数 16講座（18講座） 

３

（３）

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

ティブキャンパスという）を設け、

その活動に大学として支援をし、こ

れを定着させる。 

 

○アクティブキャンパスの開催回数 

目標(最終年度) 年間100回以上 

ショップ等を、教員が主体的に企画

し、地域へ情報を発信する。 

（平成 22 年度計画の特色） 

・ デザイン学部では、地域からの

要請に対し積極的に対応すると

ともに、新たな企画を盛り込むな

ど、授業メニューの拡大を図る。

開催数 115 回（113回） 

 

（各学部、学科の実施状況） 

・看護学科 

2講座、21回（5講座、35回） 

保健師活動実践講座、リスクマネジ

メント研究会を開催した。 

・栄養学科 

1講座、3回（1講座、2回） 

地産地消ブランド研究会を開催し

た。 

・保健福祉学科 

4講座、35回（4講座、36回） 

 「コミュニティカフェ総社」事業、

公開講座「歌の翼にのせて」等を開催

した。 

・情報工学部 

2講座、20回（1講座、8回） 

健康づくり講座、オープンソース技

術研究会を開催した。 

・デザイン学部 

7講座、36回（7講座、32回） 

総社市民文化祭「ぞうぐらさん小学

校プロジェクト」、白磁額皿の絵付け

ワークショップ」等を開催した。 

 

※（ ）内は 21年度実績 

また、複数学部による合同実施があ

るため、集計数は全学件数と一致しな

い。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中期 

目標 

地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や企業訪問等により、産学官連携の充実を図る。 

また、岡山ＴＬＯと技術移転のための緊密な連携を図りながら、研究成果の地域への還元に努める。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― （２）産学官連携の推進に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 ― ―  

65 ア 地域共同研究機構内の産学官連

携推進センターにおいて、産学官連

携研究活動を時限的に財政支援を

行って育成する「領域」と呼ぶ研究

組織を設置する。 

ア 学域横断的な共同研究組織「領

域」について、一般の人にも分かる

よう再編成を行うとともに、新規プ

ロジェクトの発掘と継続案件の見

直しを行う。 

また、採択されたプロジェクトに

ついて、情報提供、共同研究先の紹

介、外部の競争的研究資金の獲得支

援、学長査定の学内競争的資金の優

先配分などの積極的な支援を行う。

ア 「領域・研究プロジェクト」では、平

成21年度年度実施の８領域を、３領域に

集約再編し、これに沿って12のプロジェ

クトを推進した。 

※ Ⅱ-３-(1)-イ［NO.53］を参照 

 

また、採択されたプロジェクトには、

円滑な研究の進捗を目的に、学長査定に

よる学内研究費の優先配分や、各種情報

提供、共同研究先の紹介、外部競争的研

究資金の獲得支援等を行った。 

※ 学内競争的研究費による支援につ

いては、Ⅱ-３-(2)-イ［NO.59］を参

照 

３

（３）

３ 

（３）

 

66 イ 教員が企業等を訪問し、研究内容

の紹介や技術相談、情報交換を行う

アクティブラボ（出前研究室）を進

める。 

イ 産学官連携推進センターでは、ア

クティブラボの推進を目的に、対象

となる企業等の開拓、情報収集を行

うとともに、教員の参加意欲を促

す。 

・ 100 社訪問キャラバン隊への参加

・ 県内企業が企画する各種研究会

イ 産学官連携推進センターのコーディ

ネータが教員と連携をとってアクティ

ブラボ（出前研究室）を推進し、共同研

究等に結び付けた。 

訪問回数 28 件（29件） 

訪問企業数 26 社（28社） 

参加教員数 14 名（19名） 

３ 

（３）

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

等への参加 

・ 学内ホームページ、産学官連携

推進センター会議の活用 

※ 共同研究等の獲得実績は、 

Ⅳ－１－(2)－ウ［NO.110］を参照

 

また、アクティブラボの対象となる企

業開拓（ニーズの発掘）を目的に「100

社訪問キャラバン隊」や「岡山･産学官連

携会議」等に参加、また、学内ホームペ

ージや学内の産学官連携推進センター会

議を通じて教員の参加意欲を促した。 

100 社訪問キャラバン隊（３回実施）

参加教員 4名（5名） 

67 ウ 民間企業出身者を非常勤職員と

して活用し、共同研究や受託研究の

質的・量的拡大に取り組む。 

ウ 産学官連携推進センターでは、民

間出身の非常勤職員を活用し、提案

型共同研究推進チームの新たな活

動テーマを発掘するなど提案型共

同研究活動の多様化を図る。 

ウ 民間出身の非常勤職員（コーディネー

ター）が教員のプロジェクトチームと連

携し 11 件（H21 年度 4 件）の提案型共

同研究を推進した。 

このプロジェクトチーム（愛称：MoDD 

lab）は、各種産学官の集まりにおける情

報発信や、独自のホームページを立ち上

げる等、積極的な活動を展開した。 

 

［評価時の観点］ 

  プロジェクトチームを核に積極的な取

組が行えた。（±０） 

４ 

（４）

 

４ 

（４）

産学官連携の取組として

立ち上げた提案型共同研究

が順調に推移していること

は評価する。 

こうした取組が、今後の県

内産業の活性化に寄与して

いくことを期待する。 

68 エ 大学の研究内容やその実績を学

外に広報し、企業との交流を促進す

るＯＰＵフォーラムを本学で定期

的に開催する。 

エ 大学の研究内容やその実績を学

外に広報し、企業との交流を促進

するため、ＯＰＵフォーラム２０１０

を 5 月 28 日（開学記念日の前日）

に本学で開催する。 

今回は、学外に対する本学の研

究シーズの公開に重点を置くとと

もに、学内における産学官連携に

関する教員と学生の意識向上を目

的に、多くの教員及び学生が参加

エ ＯＰＵフォーラム 2010 を 5月 28日に

講堂及び体育館を会場として開催した。

今回は、学内の相互交流を目的に午前中

（10～12時）を学内限定公開とし、一般

公開は 13:00～17:00 とした。 

・テーマ 「暮らしのイノベーション」

・参加者数 800 名（学外から約 400 名）

・展示（体育館） 127 件（H21 年度 83

件） 

出展数は過去最大となり、その内

４ 

（４）

 

４ 

（４）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

可能な企画とする。 訳は、学内 104 件、企業・団体 23

件 

展示区分は、前回と同様に分野別

としたが、新たに「教育・スポーツ」

を追加し 5 分野とした。また、健康

測定･体験コーナーや休憩･談話コー

ナーも設置され好評を得た。 

・特別講演（講堂） 

演題：「未来の自動車と自動車社会」

※ 技術革新の方向性を示唆 

講師：小林敏雄氏（日本自動車研究

所所長） 

・要旨集（151 頁） 

発行部数：1,200 部 

・開催後の検証 

今回は、次のような問題点があり、

次回以降の課題とした。 

特別講演の効果が疑問（聴講者の

減少） 

学内限定公開への学生参加が少

ない。 

 

［評価時の観点］ 

  地域共同研究機構を中心とした全学的

な取組が定着している。（±０） 

69 オ 岡山ＴＬＯと技術移転のための

意見交換を行うなど緊密な連携を

図りながら、大学の有する研究成果

の地域への還元に努める。 

オ 岡山ＴＬＯと緊密な連携の下、本

学が有する研究成果について、適正

な管理と効率的な活用により地域

への還元に努める。 

オ 岡山ＴＬＯ及びその関係組織（特許

庁、JST、発明協会等）のイベント等を

活用し、研究成果等の地域への情報発信

に努めた。 

なお、課題とする、研究成果の地域へ

の還元手段については、当面、産業振

興・科学技術での各種研究会等において

積極的に情報発信するとともに、提案型

３ 

（２）

 

３ 

（２）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

共同研究の活性化により、地域に潜在す

るニーズの開拓に努めることとした。 

※ 提案型共同研究： 

Ⅱ-４-(2)-ウ［NO.67］） 

（主な活動実績） 

岡山県産業振興財団等の研究機関が行

うイベント等において、本学の研究成果

を発信 

・ 第 15 回リサーチパーク研究展示発表

会（岡山県産業振興財団主催、発表 7

件） 

・ 中国地域さんさんコンソ新技術説明会

（中国地域産学連携コンソーシアム・

ＪＳＴ主催、発表 1件） 

・ 岡山県立研究機関協議会 第 7回研究

交流発表会参加 

 

［評価時の観点］ 

  研究成果の地域への還元を行うととも

に提案型共同研究が積極的に行われた。

（＋１） 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（３）国際交流に関する目標 

 

中期 

目標 

国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学との間で、学生や教員の相互派遣等による教育・研究交流を推進する。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― （３）国際交流に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 ― ―  

70 ア 国際交流協定を締結している大

学との間で、学生の語学研修及び学

生や教員の幅広い分野での教育交

流、共同研究等を展開する。 

ア 国際交流協定校との間で行う学

生の語学研修、学生や教員の教育交

流及び共同研究等について、これま

でに全学又は各学部学科において

整備・策定した制度を活用し、個々

の特色を生かした事業を展開する。

（平成 22 年度の主な計画） 

・看護学科 

韓国ウソン大学校と教員及び学

生の交流を推進する。 

・栄養学科 

中国四川大学との国際交流協定

に基づき、同大学からの留学生受

入等について検討する。 

中国四川大学との共同研究を継

続するとともに、新たな共同研究

テーマの開発を行う。 

中国南京農業大学の共同研究を

開始する。 

・デザイン学部 

韓国ウソン大学校からの転学生

ア 国際交流協定校との間で行う学生の

語学研修、学生や教員の教育交流及び共

同研究等について、次のとおり実施し

た。 

 

・全学的な取組 

韓国ウソン大学校から日本語研修と

して 17 名を受け入れた。（H22.7.27

～8.7） 

韓国ウソン大学校と教員の交流を実

施した。（4 月ウソン大学校理事長が

来学、9 月本学学長（理事長）がウソ

ン大学校を表敬訪問） 

また、今後の検証のため、これまで

の両大学間の交流実績を資料としてま

とめ、ウソン大学校に提供した。 

・看護学科 

中国延辺大学と共同研究を行った。

また、学部間交流協定等を行ってい

る中国東北師範大学、英国リバプール

ジョンムアーズ大学及びドイツデュセ

３ 

（３）

 

 

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

の受け入れ体制等について再検討

を行う。 

ルドルフ大学と共同研究を行った。 

・栄養学科 

海外からの大学院生の受け入れ体制

準備のため、募集要項等を見直した。

留学生等の受入では、中国南昌大学

国家重点研究施設食品工学研究所の博

士課程大学院生を外国人客員研究員と

して受け入れた。 

また、研究では、中国四川大学との

共同研究（お茶の有効成分の分析）を

継続するとともに、中国南京農業大学

との共同研究（食品中のγーアミノ酪

酸の分析法の開発）等を開始した。 

・保健福祉学科 

韓国ウソン大学校と共同研究を進

めた。 

また、学部間交流協定等を行ってい

る中国東北師範大学 外 8 校と共同研

究を行った。 

韓国ウソン大学校の児童福祉学科と

幼児教育科の学生（83名）が保健福祉

学科を訪問し、講義を聴講すると共に

保健福祉学科の学生とディスカッショ

ンを行った。 

・デザイン学部 

韓国ウソン大学校からの転学生の受

入体制を整えたが、23年度転学志願者

はなかった。 

その他に、米国ウェブスター大学、

メキシコモンテレー工科大学におい

て、森下教授（デザイン工学科）が講

演し、教育交流を行った。 

71 イ 国際交流協定を締結する大学を、 イ 国際交流協定校との連携実績等 イ 新たな交流協定の締結に向けて、各学 ２ ２ 県立大学として、国際交流
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

東アジアを中心に拡大することに

努める。 

 

○ 国際交流協定締結大学数 

現状（Ｈ18年度） ３大学 

目標（最終年度） ７大学 

を検証するとともに、新たな交流協

定の締結を目指す。 

保健福祉学科では、新たな交流協

定候補校の情報収集を継続する。 

部学科は情報収集等を行ったが、具体化

していない。 

協定締結へ向けての情報活動は次のと

おり。 

・保健福祉学科 

現在、学部間協定を締結している中

国東北師範大学との国際交流協定（大

学間）締結に向けて準備を進めた。 

その他に、独国 Dusseldorf 大学、台

湾世新大学の情報収集を行った。 

なお、すでに締結済の中国南昌大学

国家重点研究施設食品工学研究所の博

士課程大学院生 1 名を外国人客員研究

員として受け入れ、国際交流の継続を

図っている。 

 

［評価時の観点］ 

  新たな交流協定の締結が具体化してい

ない。（±０） 

（２）

 

（２） の提携先を増やすことにつ

いて、その実用性や教育・研

究の質向上への貢献等を踏

まえて、適切に取り組まれる

ことを期待する。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 県内の大学が地元経済界、自治体と連携・協力し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図るとともに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取り組む

大学コンソーシアム岡山の活動に参画する。 

  また、県内の他大学の大学院と連携して、教育・研究を拡充する。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― （４）県内の大学間の連携・協力に関す

る目標を達成するためとるべき措

置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関す

る目標を達成するためとるべき措

置 

 ―   

72 県内の大学や研究機関等と共同

事業を行い、地域社会との連携に努

めるとともに、「大学コンソーシア

ム岡山」が行う、単位互換制度への

授業科目の提供や、社会人教育（シ

ティ･カレッジ）への講師派遣等を

行う。 

また、大学院教育の充実や研究活

動の拡充のため、他大学大学院との

連携を図るための諸協定の締結を

進める。 

・ 大学コンソーシアム岡山の「吉

備創生カレッジ」へ、社会人にと

って有益な講義科目を提供する

とともに、単位互換制度への授業

科目として、県内大学のニーズを

考慮しつつ本学の特徴的な科目

を提供する。 

・「大学教育充実のための戦略的大

学連携支援プログラム」で、平成

21年度に選定された「岡山オルガ

ノンの構築」について、15大学の

連携による取組を進める。 

 

・ 大学コンソーシアム岡山の「吉備創

生カレッジ」に、前後期あわせて４科

目を提供した。 

「俳句を楽しむ」/デザイン学部 

「くらしと微生物」/保健福祉学部 

「懐かしの洋食器世界」/デザイン学部

「赤毛のアンの姉妹たち」 

/保健福祉学部 

・ 単位互換制度に係る授業として、次

の 6 科目を提供した。 

「比較文化」、「現代の思想」、「音

楽の鑑賞」、「ヨーロッパ文化」、「造

形文化論Ⅰ」、「造形文化論Ⅱ」 
・ 県内 15 大学が連携し、文部科学省・

大学教育充実のための戦略的大学連携

支援プログラム「岡山オルガノンの構

築」において、各種取組を進めた。 

平成 21 年度に導入したテレビ会議

３ 

（２）

 

 

３ 

（２）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

システムを活用した e-Learning「著作

権セミナー」や他大学との地域連携イ

ベント等に積極的に参加するととも

に、ライブ型・ＶＯＤ型の単位互換授

業の 23 年度開講に向けて準備を進め

た。 

 

［評価時の観点］ 

  計画どおり実施。特に、「岡山オルガノ

ン構想」においては、県内 15 大学連携の

もと、各種取組を行った。（＋１） 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営体制の構築 

戦略的、機動的な大学運営を行うため、理事長（学長）が、その指導力、統率力を発揮して、責任ある意思決定を迅速に行い、全学的な業務を的確に遂行する

ための仕組みを整える。 

また、学部等においても、大学全体としての方針に基づいて、それぞれの教育分野の特性にも配慮した運営体制を構築する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の仕組みづくりの推進 

理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、法人が特に力を入れる分野・領域を選定し、競争原理に基づいた効率的な資源配分を行

う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反映されるよう、大学情報の積極的な提供、外部有識者等が大学運営に参画

する仕組みの充実など、地域に開かれた大学づくりに資する取組を進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進  

各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的な業務運営の改善を図る。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

 ― ―  

― １ 運営体制の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 ― ―  

― （１）理事長（学長）、学部長等を中心

とする機動的な運営体制の構築 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心

とする機動的な運営体制の構築 

 ― ―  

73 ア 全学的な経営戦略の確立 

大学運営は、学内コンセンサスの

確保に留意しながら理事長（学長）

が全学的な立場でリーダーシップ

を発揮し、学部の枠を超えて学内の

資源配分計画を戦略的に策定する。 

ア 全学的な経営戦略の確立 

・ 平成 20 年度からの継続として、学

内を競争(competition)と協働

(collaboration)の場と位置づけ、競争

意識をもって各教員が教育研究活

動に取り組むとともに、異なる専門

分野の協働作業を促進させる戦略

ア 学長メッセージや教員と学長との懇

談会を通じて、全学的な経営戦略の浸透

を図った。 

・学内競争的研究費（特別研究費） 

※ Ⅱ-３-(2)-ウ［NO.59］を参照 

・教員配置を全学的に管理し、適正な配

置を行った。 

４ 

（４）

 

４ 

（４）

「学長メッセージ」や「教員

と学長との懇談会」等を通じて

全学的な経営戦略の浸透を図

るとともに、各種経費の削減を

行う中での学長査定による特

別研究費の選択と集中による

予算配分等による戦略的な大
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

（「ＣＣ戦略」という。）の浸透に

努める。 

 本学が、時代の変化や地域社会の

要請に柔軟に対応できるよう、組織

内部の改革を図る。そのために学長

は、定期的にホームページに「学長

メッセージ」を掲載し、社会の状況

変化、柔軟な運営方針及び改革の意

図などについて全教職員にアピー

ルする。 

※ Ⅱ-1-(3)-ア-(ｱ)［NO.32］ 

 Ⅲ-3-(3)-ア［NO.99］を参照 

・ 教員と学長の懇談会 

（9/14 開催：参加 50 人） 

テーマ「本学の更なる発展へ向けて」

・ 22 年度に採用した新任教員を対象

に、本学の理念（中期目標、教育改革

等）や財務状況等に係る説明会を開催

した。 

第 1回（4/20 開催：参加 10人） 

第 2回（10/4 開催：参加 5人） 

 

これまでに、全学的な経営戦略を基に

各種取り組みを行ってきたが、その趣旨

は職員に概ね浸透したと思われる。 

例えば、学内競争的研究費（特別研究

費）の実績を見ると、申請件数が年々増

加しており、平成 19 年度に対する 22 年

度実績は約 1.7 倍、また、領域研究では、

学内教員による分野を越えた提案型共同

研究の推進等が確認される。 

当面、現在の「ＣＣ戦略」を堅持し、

これまでどおり、職員への浸透に努める。

 

［評価時の観点］ 

  経営戦略の学内浸透とともに、その成果

が十分に現れてきている。（±０） 

学運営を推進していることは

評価する。 

― イ 理事長（学長）補佐体制等の整備 イ 理事長（学長）補佐体制等の整備  ― ―  

74 （ｱ）副理事長及び理事に「総務・財

務」、「経営」、「教育研究」、

「産学官連携」等の担当業務を設

定し権限と責任を明確化する。ま

た、外部からの積極的な人材登用

（ｱ）理事長との連携を密にするため

学内理事会を原則週 1 回開催し

て、管理運営上の諸問題を審議す

る。 

（ｱ） 概ね計画どおり実施した。 

開催回数 30 回 

 

学内の理事による「学内理事会」を

定期的に開催し、意見交換を行うとと

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

に努める。 もに、重要事項については、非常勤の

外部理事を加えて役員会を開催し、的

確かつ迅速に意思決定が行えた。 

― （ｲ）理事長がリーダーシップを発揮

するため、経営・企画部門を強化

するなど、理事長を支える体制を

整備する。 

― （平成 19 年度整備済） ― ― ―  

― ウ 学部長の役割 

各学部長は、研究科長を兼務し、

それぞれの教育研究分野の特性に

配慮し、かつ学部全体の意思決定及

び運営を効率的に行う体制の構築

に努める。 

― （平成 22 年度計画なし） 

 

※ 法人化後 3年が経過し、学部長

の役割も明確になっており、当分

の間、運営状況を注視する。 

― ― ―  

― （２）全学的な視点による戦略的な大学

運営の仕組みづくりの推進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学

運営の仕組みづくりの推進 

 ― ―  

77 ア 予算等の配分 

全学的、中長期的な視点に立ち、

大学の目標と教育研究上の重点分

野に留意しつつ、 教育研究の実績

を踏まえて予算や人員の配分を行

うシステムを整備する。 

ア 予算等の配分 

県行財政構造改革大綱2008の影

響を受け、引き続き厳しい経費抑制

を行う必要がある。このため、外部

資金の獲得促進等による収入増加

対策に取り組むとともに、光熱水費

を初めとした管理経費の抑制に努

めるが、教育研究経費については、

ＣＣ（競争と協働）戦略に基づく学

内競争の促進と学部・学科の垣根を

越えた全学的な取組の支援を中心

とした効果的な予算配分を行うこ

とにより、限られた予算で中期計画

の着実な達成を目指す。 

また、教育力向上支援助成費の交

付の決定を前年度内に済ませ、当該

ア 予算等の配分 

平成 22年度予算の執行にあたっては、

光熱水費等の管理経費を中心に経費節減

を図るとともに、外部資金確保に努めな

がら、大学生の就業力支援や認定看護師

教育課程の設置等、速やかな対応が必要

な事業については補正予算措置を行い大

学を取り巻く情勢や要請に柔軟に対応で

きるようにした。 

また、教育力向上支援助成費の審査ス

ケジュールについても見直し、前年度か

ら準備を行うこととして、年度当初の交

付決定や早期着手に努めた。 

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

年度初めから執行可能とするよう

に運用面の改善を図る。 

 

― イ 各種委員会の役割の明確化 

効率的で実効性のある委員会を

運営するため、各種委員会を所掌分

野に応じて、役員会、経営審議会、

教育研究審議会のいずれかに置き、

委員会の役割を明確にする。 

― ― ― ―  

79 ウ 教員組織と事務組織との連携強

化 

機動的な大学運営を行うため、組

織における役割分担を明確にしな

がら、教員組織と事務組織の連携強

化を図る。 

ウ 文書等の管理に関する手続きを

見直し、教員組織と事務組織がそれ

ぞれ分担して保存すべき文書を明

確化する。 

ウ 平成 21 年度の文書編冊及び文書目録

作成に当たって、教員組織と事務組織の

役割を明確にし、整理した。 

３

（３）

３ 

（３）

 

― （３）地域に開かれた大学づくりの推進 （３）地域に開かれた大学づくりの推進  ― ―  

80 ア 大学情報の積極的な提供 

法人としての経営管理に関する

情報を、様々な広報媒体を活用し公

開を推進する。 

 

ア 大学情報の積極的な提供 

マスメディアやホームページ等

の各種広報媒体を通じて、大学の情

報を積極的に提供する。 

ア これまでどおりマスメディアやホー

ムページを通じて、大学主催のイベント

や入試情報等を積極的に提供した。 

また、ホームページの更新を迅速・丁

寧に行い、大学情報の迅速でわかりやす

い公開に努めた。 

平成 23 年度から義務化される教育情

報の公開に向けて、公的教育機関として

の説明責任を認識し、公開の内容や方法

について検討した。 

・ ホームページを中心に、受験生や一

般に広く、より分かりやすいものとし

た。 

・ 義務化された項目に限らず、公立大

学として積極的に公表すべき情報（地

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

域貢献等）を考慮した。 

― イ 外部有識者等が大学運営に参画

する仕組みの充実 

大学運営に学外の幅広い意見を

反映させるため、理事や審議会等の

委員に学外の有識者や専門家を積

極的に登用する。 

 

― ― ― ―  

― （４）評価制度の活用等による業務運営

の改善に向けた継続的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による業務運営

の改善に向けた継続的取組の推進 

 ― ―  

82 ア 自己点検結果並びに認証評価機

関及び地方独立行政法人評価委員

会による評価結果を踏まえ、大学の

組織及び業務全般について、継続的

な見直しを行う。 

ア 県評価委員会による評価結果を

役員会、経営審議会、教育研究審議

会等において検討し、必要な業務の

見直しを行う。 

また、大学評価・学位授与機構に

よる大学機関別認証評価による評

価結果についても、役員会等で検討

し、必要な改革を行う。 

ア 平成 22年度の県評価委員会による「平

成 21 年度に係る業務実績に関する評価

結果」に改善勧告はなかったが、県の行

財政構造改革や少子化の影響による 18

歳人口の減少等、大学を取り巻く環境の

厳しさを取り上げ、継続的な改善と戦略

的な大学運営への取組が求められた。 

なお、21年度評価委員会（21年度実績

を評価）で求められた「裁量労働制」に

ついては、これまでの調査・検討内容を

集約し、23 年度から実施することとし

た。 ※ Ⅲ-３-(1)-ア［NO.88］を参照

 

また、21年度に実施した大学機関別認

証評価の結果等を基に、各種改善を行っ

た。  ※ Ⅴ-1-(3)［NO.123］を参照 

３

（３）

３ 

（３）

 

83 イ 監事による法人業務の監査結果

を大学運営に適切に反映する。 

イ 監事及び会計監査人の監査結果

について、役員会、経営審議会及び

教育研究審議会において改善策を

検討し、大学運営に適切に反映す

る。 

イ 監事及び会計監査人による「平成 21

年度監査報告」において役員会等へ附議

する案件はなかった。 

また、22年度中に随時行われた期中監

査においても、特に指導等はなかった。

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中期

目標 

教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に柔軟に対応できるよう自己点検・評価や外部評価等を踏まえ、教育研究組織を見直すとともに適切な教員配置を行

う。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ２ 教育研究組織の見直しに関する目

標を達成するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目

標を達成するためとるべき措置 

 ― ―  

84 （１）学内の各教育研究組織が、十分役

割を果たし、地域社会に貢献できる

よう、あるべき組織の編成や見直し

を継続的に点検・検討する委員会を

機能させる。 

（１）各委員会は、所掌分野の大学組織

を継続的に点検する。 

（１）各委員会において、掌握する事務を適

宜処理するとともに、運営状況の点検を

行った。 

なお、平成 22年度の総務委員会では、

組織の改編等に係る案件はなかった。 

３

（３）

３ 

（３）

 

85 （２）教育研究活動の質的向上を図り、

競争力のある大学づくりを実現す

るため、組織の充実を図る。 

（２）教育研究活動の質的向上及び支援

組織の充実を目的に、学長は、特定

のテーマに関して関連教員との懇

談会を適宜開催し、通常の各種委員

会とは異なる視点により問題の発

掘を試みる。 

（２）教育研究活動の質的向上及び支援組織

の充実を目的に、学長と学生相談室担当

教員との懇談を行った。効果として、学

生相談室長が学生生活支援専門委員会

のメンバーに加わることとし、これによ

り、実務を迅速に把握し、その対応を検

討出来る体制を整えた。 

また、現中期計画が終盤を迎えること

から、次期中期計画での将来構想につい

て、学内運営組織の調整機関である部局

長会議において検討に着手（10～12月）

し、各学部学科へ課題を提起した。（H23

へ継続） 

３

（３）

３ 

（３）

 

86 （３）全学教育科目に関する教育活動を

円滑かつ有効に実施するため、全学

教育研究機構の機能の充実を図る。 

（３）全学教育研究機構では、平成 21 年

度に設置したカテゴリー幹事会及び

随時設置する作業部会等によって、

（３）カテゴリー幹事会を毎月開催し、本学

の全学教育に関する問題点について、

種々に議論を行った。 

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

全学教育研究機構の機能の充実を

図る。 
主なテーマは次のとおりであり、全学

教育研究機構の活性化に繋がった。 

・ 授業評価アンケートの項目内容の決

定 

・ カリキュラムの再検討（新規開設科

目、カテゴリー化の方法） 

・ 担当教員への全学教育に関するアン

ケート内容の決定 

87 （４）全学横断的な産学官連携及び学部

間の連携による研究を推進するた

め、地域共同研究機構の機能の充実

を図る。 

（４）地域共同研究機構の事務の充実 

平成 21 年度に見直した事務分掌

及び執行体制の運用を開始すると

ともに、その実施状況を点検する。

（４）地域共同研究機構の事務の充実 

平成 22 年度に発足（21 年度事務見直

し）した企画広報班研究協力グループと

連携し、効果的な業務運営に努めた。 

また、運用状況を点検し、事務分掌及

び執行体制の一部を見直し、効率的なも

のとした。 

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

３ 人事の適正化に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の構築       

法人の自主的・自律的な運営により教育研究活動や学外での地域貢献活動を活性化させるため、非公務員型の特長を十分生かし、柔軟で弾力的な制度を構築す

る。 

（２）能力・業績等を反映する制度の確立   

教員の能力・業績等が適切に反映される制度を導入することにより、教員の意欲の向上を図る仕組みを確立し、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に

資する。 

（３）全学的な視点に立ち公正・公平で客観的な制度の構築 

学部の枠を越え、全学的な視点に立った戦略的・効果的な教員人事を行うとともに、公正性、透明性、客観性が確保される制度を構築する。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ３ 人事の適正化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 ― ―  

― （１）法人化の特徴を生かした弾力的な

制度の構築 

（１）法人化の特徴を生かした弾力的な

制度の構築 

 ― ―  

88 ア 法人の公的な性格を踏まえて適

正な業務運営の確保を図りつつ、教

育研究活動や地域貢献活動に従事

する教員の職務の特性を生かすた

め、裁量労働時間制や変形労働制等

の弾力的な勤務形態の導入を検討

する。 

ア 裁量労働制については、一律に実

施するのではなく、教員の個人評価

と関連づけた導入方法を検討する。

ア 平成 23 年度から、教員の個人評価制

度が本格実施される状況を踏まえて、教

員の教育、研究、地域貢献等の活動がよ

り効率的・効果的に実施できるよう一律

に裁量労働制を導入することとし、それ

に伴う教員の個人評価は適正に行うこ

ととした。（H23 から適用） 

 

［評価時の観点］ 

  裁量労働制を導入した。（＋１） 

３

（２）

 

 

３ 

（２）

裁量労働制を導入したこ

とや、それに併せて教員の個

人評価を本格実施すること

は評価する。 

― イ 多様な知識や経験を有する教員

の交流により教育研究の活性化が

図られるよう、任期制教員の範囲の

― （平成 19 年度実施済） ― ― ―  
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

拡大を図る。 

― ウ 地域貢献活動や産学官連携活動

など、教員による積極的な学外活動

が促進されるよう、本来の教育研究

業務に支障のない範囲で、兼職・兼

業規制の緩和を図る。 

― （平成 19 年度実施済） ― ― ―  

91 エ 事務職員については、当面は県か

らの派遣職員で対応するが、民間企

業経験者や大学事務の経験者など、

多様な人材を活用する方策も検討

する。 

イ 大学事務に精通した職員の採用 

Ⅱ-１-(3)-ア-(ｳ)［31］のとおり 

イ 大学事務に精通した職員の採用 

Ⅱ-１-(3)-ア-(ｳ)［NO.34］のとおり

３

（３）

３ 

（３）

ＮＯ.34 に同じ 

92 オ 男女共同参画社会の実現に向け、

女性教職員の登用拡大を図るため、

女性が働きやすい勤務形態、勤務環

境の整備に努める。 

ウ 男女共同参画社会の実現に向け、

教職員の研修会派遣や職場研修を

実施する。 

ウ 教員について、始業・終業時刻を本人

の裁量に委ねる裁量労働制の導入を決

定（平成 23 年 4 月施行）し、より女性

が働きやすい勤務形態とした。 

３

（３）

３ 

（３）

 

― （２）能力・業績等を反映する制度の確

立 

（２）能力・業績等を反映する制度の確

立 

 ― ―  

― ア 教員を対象に、能力・業績等が適

切に反映される多面的で適正な人

事評価制度を導入する。 

ア 教員を対象に、能力・業績等が適

切に反映される多面的で適正な人

事評価制度を検討する。 

 ― ―  

93 （ｱ）「目標管理」と「業績評価」に

よる総合的な評価とする。 

評価領域は、「教育」、「研究」、

「地域貢献」、「管理運営」の4

つの領域とし、学生による授業評

価や学外での研修実績・成果も

「業績評価」に加味する。 

さらに、学部・学科の特性や教

員の役割を踏まえた適正な人事

評価制度を整備する。 

（ｱ）人事評価のベースとなる「教員

の個人評価調査書」の見直しを行

い、平成 23 年度の本格実施に向け

た体制を確立する。 

（ｱ） 平成 23年度から「教員の個人評価」

の本格実施を目指し、評価システムを

整備した。 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｴ)［NO.42］を参照

 

［評価時の観点］ 

  個人評価実施要項を策定した。（＋１）

４

（３）

４ 

（３）

ＮＯ.42 に同じ 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

94 （ｲ）公正性・透明性・客観性を高め、

評価に対する信頼性を確保する

ため、不服申立の仕組みを導入す

る。 

（ｲ）人事評価に対する信頼性を確保

するため、教員から提出された意

見書(自己主張)の分析結果を踏ま

え、平成 23 年度から予定する人

事評価制度の本格実施時には、不

服申立制度の確立を目指す。 

（ｲ） 平成 23 年度から運用する「教員の

個人評価」では、Ａ（業績が優秀な者）

及び Ｃ（改善を要する者）の抽出と

その支援を目的とし、評価は、教員か

らの自己評価と自己主張に基づき行

うこととした。 

そのため、給与や昇任等の任用制度

上の措置はなく、また、Ｃ評価者に対

しては、理事長による面談（改善計画

の進行管理）を課すこととしており、

その際、不服等の聴取を兼ねることと

した。 

３

（３）

３ 

（３）

 

― イ 教員の意欲の向上を図るため、能

力・業績等が適切に反映されるシス

テムを構築する。 

イ 前項アの(ｱ)で述べた人事評価の

本格実施体制は、教員の意欲の向上

を図ることを第一義に構築する。 

 ― ―  

95 （ｱ）人事評価制度の導入に伴い、教

員を対象に人事評価を実施し、そ

の評価結果を研究費の配分、昇任

等に反映する。 

また、国立大学法人等の動向を

踏まえつつ、給料・勤勉手当への

反映についても検討する。 

（ｱ）教員の人事評価制度のベースと

なる教員の個人評価結果に対する

インセンティブ及びペナルティに

ついて、平成 23 年度から適用でき

るよう検討する。 

（ｱ） 平成 23年度から「教員の個人評価」

システムの整備に合わせて、評価結果

に対するインセンティブ及びペナル

ティを決定したが、人事評価の目的に

照らして、給与等への反映は行わない

こととした。 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｵ)［NO.43］を参照

また、昇任等への反映については、

Ⅲ-３-(2)-イ-(ｲ)［NO.96］を参照

３

（３）

３ 

（３）

ＮＯ.42 に同じ 

96 （ｲ）年俸制の導入も視野に入れた給

料構成の検討など、能力・業績主

義の観点から、給与体系・構造の

見直しを検討する。 

（ｲ）人事評価制度の本格導入を控え

て、教員の給与体系に評価結果を

反映させるべきか否かを検討す

る。 

（ｲ） 平成 23 年度から運用する「教員の

個人評価」では、本学は小規模である

が多様な教育研究分野をカバーして

おり、教員の序列化は不適切であると

考え、評価の給与体系への反映は行わ

ないこととした。 

また、外部資金等により雇用する特

任教員の任用に係る給与制度として、

３

（２）

 

 

 

３ 

（２）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

業務内容や能力を考慮し個別契約を行

う年俸制を整備した。 

 

［評価時の観点］ 

  教員の個人評価の結果は、給与体系に反

映しないことに決定した。（＋１） 

97 （ｳ）特に優秀な成果を上げた教員に

対して、法人独自の表彰を行い、

内外に公表する。 

（ｳ）職員表彰規程により特に優秀な

成果をあげた教職員の表彰を行

い、大学ホームページ等により内

外に公表する。 

（ｳ） 職員表彰規程に基づき、平成 22 年

度は地域貢献の観点より優秀な成果

を上げた教員を表彰し、ホームページ

により学内外に公表した。（被表彰者

2名） 

情報工学部 教授 山北次郎 

岡山県の高度情報化取組に対す

る貢献 

デザイン学部 准教授 北山由紀雄

倉敷フォトミュラル（地域のワ

ークショップ）への貢献 

３

（３）

３ 

（３）

 

98 ウ 事務職員についても能力・業績等

が反映される人事評価制度を導入

する。 

事務職員には、岡山県の人事評価

制度を踏まえつつ、勤務意識の向上

や能力の発揮に資する制度を導入

する。 

ウ 事務局職員に対し、引き続き人事

評価制度の試行を行うこととし、問

題点を精査する。 

ウ 平成 21 年度に導入した評価制度を試

行するとともに、22年度採用を開始した

プロパー職員にも適用した。 

３

（３）

３ 

（３）

 

― （３）全学的な視点に立ち公正・公平で

客観的な制度の構築 

（３）全学的な視点に立ち公正・公平で

客観的な制度の構築 

 ― ―  

99 ア 適切な定数管理のもと、全学的な

視点に立って、限られた人材を戦略

的・効果的に配置する。 

ア 教員採用に関しては、人事委員会

で学長のリーダーシップのもとに、

全学的視点及び中期計画の方針に

沿って教育研究分野を検討すると

ともに、適切な教員配置を実施す

ア 教員採用に当たっては、前職の専門分

野にとらわれず、学内や社会のニーズを

考慮し、全学的視点で、必要とされる教

育研究分野の検討を行った。 

※ Ⅱ-1-(3)-ア-(ｱ)［NO.32］を参照

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

る。 

― イ 教員の人事に関しては、その公正

を期するため、役員会及び教育研究

審議会において人事に関する方針

及び基準を明確にする。 

イ  ― ― ― ―  

101 ウ 理事長は、前記イに基づき全学的

な視点に立った適正な教員の採

用・昇任のための選考を行う。 

ウ 定められた人事に関する方針及

び基準に従い、人事委員会及び教育

研究審議会において、公正な選考に

基づき意思決定を行う。そのため

に、学部等でメンバーを定めた選考

委員会は厳正公平な候補者の選考

と選考資料の提出に努める。 

ウ 人事委員会において、全学的な視点や

適正な教員採用の観点から、選考委員会

の報告を単に追認することなく、採用候

補者の変更や選考のやり直しも命じる

等、厳正公平な候補者の選考に努めた。

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

 

中期

目標 

効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務処理の簡素化、外部委託の活用を含め、事務組織及び業務等について不断の見直しを行う。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― ４ 事務等の効率化、合理化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

 ― ―  

― （１）業務の見直し （１）業務の見直し  ― ―  

102 ア 外部委託の活用 

外部委託することにより経費節

約が可能な事務については、外部委

託を行い事務処理の効率化・合理化

を図る。 

ア 外部委託の活用 

効果的・効率的な運営を行うた

め、外部委託可能な業務について継

続的に見直しを行う。 

ア 外部委託の活用 

外部委託が可能な業務について前年度

に引き続き検討したが、現時点では、委

託の効果が想定されるものはなかった。

 

［評価時の観点］ 

  引き続き検討が必要。（±０） 

２ 

（２）

 

 

２ 

（２）

 

 

 

103 イ 業務マニュアルの作成等 

事務処理の効率化・合理化を図る

ため、徹底的な事務処理の見直し、

業務マニュアルの作成、情報の共有

化を行う。 

イ これまでに策定した事務処理マ

ニュアルについて、常に点検を行

い、適宜改善する。 

イ 財務会計システム及び経理業務マニ

ュアルの見直しを行い、事務処理の効率

化を図った。 

 

３

（３）

３ 

（３）

 

― ウ 弾力的な雇用 

繁忙期において、短期雇用の事務

職員を採用するなど弾力的な雇用

を行い、事務処理の迅速化・効率化

を図る。 

― （平成22年度計画なし） 

 

※ 規程上、繁忙期等における臨時

職員等の弾力的な雇用は可能で

あり、これまでにも、弾力的かつ

効率的な対応が行えており、当

面、計画の必要性がない。 

― ― ―  
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

105 （２）事務組織の見直し 

簡素で効率的な業務運営を図る

ため、事務組織については継続的に

見直しを行う。 

（２）事務組織の見直し 

平成21年度に見直した事務分掌

及び執行体制の運用を開始すると

ともに、その実施状況を点検する。

（２）事務組織の見直し 

認定看護師教育センターの設置や、

プロパー職員の採用等に伴い、組織体

制の見直しを行うとともに、適正な人

員配置を行った。（H23～） 

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自己収入の増加に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

（１）学生納付金 

入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における最も基礎的な収入であることを踏まえ、他大学の動向、社会情勢等を勘案し、適正な料金設定を行

う。 

（２）外部研究資金等の獲得 

教育・研究に係る水準のさらなる向上を目指し、外部研究資金等の獲得に努める。 

このため、科学研究費補助金をはじめとする文部科学省及び厚生労働省等の競争的研究資金への取組や産学官連携・地域連携による共同研究・受託研究への取

組等を進め､外部研究資金等を積極的に導入する。 

（３）その他の自己収入確保 

大学資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推進する。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 ― ―  

― １ 自己収入の増加に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 ― ―  

― （１）学生納付金 （１）学生納付金  ― ―  

106 ア 入学金・授業料等の学生納付金

は、県の認可に係る上限額の範囲内

で、他大学の動向、法人収支の状況、

社会情勢等を勘案し、適正な受益者

負担の観点から定期的な見直しを

行う。 

ア 入学金・授業料等の学生納付金の

見直しは、社会情勢、他の国公立大

学の動向を考慮し検討する。 

ア 社会経済情勢等から入学金・授業料等

の見直しを行う状況ではないと判断し

た。なお、東日本大震災に係る授業料減

免及び入学金免除の措置を必要とする

学生はいなかった。 

３

（３）

３ 

（３）

 

107 イ 学生納付金の納付については、コ

スト（手数料）、手続の簡便性、安

全性、学生の便宜等の観点から収納

方法の工夫を図る。 

イ 授業料の口座振替制度の周知に

努め、口座振替利用率の維持・向上

を図る。 

イ 学生に対し、授業料の講座振替納付制

度について周知を行い、振替率の向上を

図った。 

授業料口座振替率 94％（H21：90％）

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― （２）外部研究資金等の獲得 （２）外部研究資金等の獲得     

108-

1 

ア 「社会活動委員会」において、外

部研究資金に関する資金獲得の仕

組み、学部・学科の特色に応じた戦

略を検討し、全体として採択率の向

上を目指す。 

また、文部科学省「科学研究費補

助金」に関する研修会を開催し、科

学研究費に対する教員の意識向上

を図る。 

ア 外部研究資金の獲得に向け、「社会活

動委員会」等を通じて教員の取り組みを

奨励した。 

・ 社会活動委員会や学長メッセージに

において、科学研究費補助金の申請、

採択状況を報告し、更なる取り組みを

促した。 

・ 文部科学省「科学研究費補助金」の

平成 22 年度不採択（申請は 21 年度）

教員を対象に、学長が個別指導を行っ

た。（8～9月） 

・ なお、「科学研究費補助金」に関す

る研修会は、日程調整が着かず開催に

至らなかった。 

・ 平成 22 年度の全学における申請状

況は次のとおりであった。 

  申請件数  67 件（75件） 

  新規申請率 46.5%（51.7%) 

※（ ）内は 21年度実績 

 

［評価時の観点］ 

  科学研究費補助金の獲得を目的とする

研修会が未実施及び申請件数減少となっ

た。（△１） 

２

（３）

 

 

 

２ 

（３）

科学研究費補助金について、

採択件数は４５件と過去最大

となっており評価できるが、新

規申請件数・申請率が目標に達

していない学部・学科も見受け

られることから、更なる努力を

期待する。 

 
 
 
 

108-

2 

ア 外部研究資金獲得のため、専門の

委員会を毎月開催し、理事長をトッ

プ として、科学研究費補助金をは

じめとする文部科学省及び厚生労

働省等の競争的研究資金等の獲得

に向けた戦略的取組を強化する。 

 

○ 科学研究費補助金応募件数（年間） 

現状    目標 

(H13-18 平均) (最終年度) 

保健福祉学部  21 件  46 件以上 

情報工学部   23 件  44 件以上 

デザイン学部   2 件  10 件以上 

平成 22年度の文部科学省「科学

研究費補助金」の申請目標は次のと

おり。 

・看護学科 

若手研究者（助教・助手）の新

規申請率 75％、学科全体の新規申

請率 70%を目指す。 
・栄養学科 

平成 22年度に行った文部科学省「科

学研究費補助金（23年度採択）」の学部

別申請状況は、次のとおりであった。 

保健福祉学部 34件（39件） 

※ 内 2件は厚生労働省科学研究費

補助金 

情報工学部  32 件（31件） 

デザイン学部  3件（ 5件） 

２ 

（２）

 

 

２ 

（２）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

新規申請率 100％維持を目指

す。 

・保健福祉学科 

新規申請率 70％を目指す。 

・情報工学部 

新規申請率 70％を目指す。 

・デザイン学部 

新規申請率 20％（教授・准教授

を中心に、各コースの専門分野に

応じ各コース 1件以上、学部全体

で 8件以上を目指す。 

 

なお、所属別新規申請率は次のとおり。

・看護学科 

新規申請件数（若手）6件（4件）

新規申請率（若手） 75％（50％）

※ 6名/未取得 8名 

新規申請件数（学科）10件（12件）

新規申請率（学科） 59％（63％）

※ 10名/未取得 17名 

・栄養学科 

新規申請件数 12件（13件） 

新規申請率  100％（93％） 

※ 12名/未取得 12名 

・保健福祉学科 

新規申請件数 12件（15件） 

※ 厚生労働省科研費 2件含む。

新規申請率 47％（68％） 

※ 9名(複数申請者あり) 

/未取得 19名）

・情報工学部 

新規申請件数 32件（31件） 

新規申請率  62％（61％） 

※ 32名/未取得 52名 

・デザイン学部 

新規申請件数 3件（5件） 

新規申請率  7％（12％） 

※ 3名/未取得 42名 

※（ ）内は 21年度実績 

 

［評価時の観点］ 

  各学部学科（看護学科、情報工学部を除

く）の個別目標（応募件数）が未達成。 

（±０） 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

109 イ 研究助成金の公募情報について、

きめ細かく周知を図るなど地域共同

研究機構の機能強化を図る。 

イ 外部資金公募情報について、産学

官連携ネットワーク（連携機関や人

脈）を活用し、情報の早期入手及び

学内への早期伝達に努める。 

産学官連携推進センターでは、引

き続き、資料配布・メールマガジン

での公募情報の配信や、外部競争的

研究資金情報コーナーによる情報

周知を行うとともに、個別教員への

積極的な申請支援を行う。 

イ 外部資金公募情報を早期に入手し、学

内への資料配布（月２回程度）、メール

マガジンの配信（月１回程度）、外部競

争的研究資金情報コーナー等活用によ

り、タイムリーな情報提供に努めた。 

また、ＪＳＴのＡ-ＳＴＥＰ等では、産

学官連携推進センターが具体的な申請書

作成支援を行った。 

３

（３）

３ 

（３）

 

110 ウ 産学官連携をさらに進め、共同研

究・受託研究・教育研究奨励寄附金

の外部研究資金の獲得をより一層推

進する。 

 

○ 外部研究資金獲得件数（年間） 

現状    目標 

(H13-18 平均) (最終年度) 

共同研究  17 件  30 件以上 

受託研究   7 件  24 件以上 

教育研究奨励寄附金 

19 件  31 件以上 

ウ 産学官連携ネットワーク（連携機

関や人脈）の活用やアクティブラボ

等でのきめ細かい対応により、新た

な県大ファンを増やすとともに、積

極的な提案型共同研究を推進し、外

部資金の獲得を目指す。 

ウ 産学官連携ネットワーク（連携機関や

人脈）の活用や、アクティブラボ、ＯＰ

Ｕフォーラム、各種産学官連携の場での

交流等により新たな県大ファンの増加

に努めるとともに、提案型共同研究等を

積極的に推進し、外部資金の獲得に努め

た。 
共同研究  33件（31件） 
受託研究  26件（45件） 
奨励寄附金 32件（25件） 

※（ ）内は21年度実績 

３

（３）

３ 

（３）

 

 

 

 

111 エ 外部研究資金獲得を促進するた

め、資金を獲得した教員に対し、教

育研究上の優遇措置を付与する仕

組みを検討する。 

エ 外部研究資金を多く獲得した教

員に対する優遇措置について、予算

の許容範囲内で適宜設定すること

にする。 

エ 平成 22 年度の予算執行では、教育施

設・設備の修繕、教育用高額備品の更新

に重点を置いたため、教員に対する優遇

措置を行う余裕はなかった。 

 

［評価時の観点］ 

  教員に対する優遇措置が未実施。（△１）

２

（３）

２ 

（３）

 

― （３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保  ― ―  

112 大学の人的、物的、知的資源の有 大学の人的、物的、知的資源の有 平成23年度からの認定看護師教育課程 ３ ３ 地域社会の要請に対応した
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

効活用のもと、地域社会の要請に対

応した専門分野の有料の講習会・研

究会等を実施する。 

効活用による地域社会の要請に対

応した専門分野の講習会、研究会等

を有料で実施する。 

 

の設置に伴い、授業料や入学金等につい

て所用経費を考慮し、適正な料金の上限

額の設定を行った。 

併せて、公開講座等の受講に係る講習

料の上限額を設定した。 

 

［評価時の観点］ 

  公開講座の受講講習料にかかる上限額

を設定したことで、今後、有料講習会を開

催する際の料金設定の指標とした。（＋１）

（２）

 

（２） 認定看護師教育課程の設置や

公開講座の講習料の上限額を

設定したことは評価する。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

教育・研究の水準の向上の視点に立って、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適正な維持管理を図る。 

また、地域貢献の一環として、教育・研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を拡大する。 

長期的かつ経営的視点に立った金融資産の効率的・効果的な運用を図る。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ２ 資産の管理運用に関する目標を達

成するためとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 ― ―  

113 （１）大学施設を有効に活用するため、

施設設備の利活用状況の調査を定

期的に行い、不十分な状況の場合に

は使用の見直しを行う。 

（１）学内施設の利用状況を点検し、施

設の今後の有効活用に資する。 

（１）体育施設貸付要項に基づく学内スポー

ツ施設の利用状況を点検し、貸付基準を

見直した。 

見直しの観点は、施設利用の活性化を

目的に、利用者に係る貸付条件を緩和す

るもので、次年度以後の利用状況を注視

することとした。 

３

（３）

３ 

（３）

 

114 （２）教育研究の水準の向上の視点に立

って、教育研究施設等の計画的な維

持管理、補修を行う。 

（２）平成21年度に策定した教育研究施

設等の整備・修繕計画に基づき、効

率的な整備・修繕を行う。 

（２）教育研究施設等について整備･修繕計

画に基づき平成 22 年度の更新整備等を

行った。 

・屋外防水改修工事（第 4工区） 

・デザイン学部棟 3508 室（暗室）改修

外 101件 

３

（３）

３ 

（３）

 

115 （３）大学施設は、教育・研究等大学運

営に支障のない範囲で利用者に応

分の負担を求めつつ、学外への貸付

を行うことを検討する。 

（３）平成21年度に策定した体育施設貸

付要項に基づき、地域へ施設の貸付

を行うとともに、実施状況を点検す

る。 

（３）平成21年度に策定した「体育施設貸付

要項」に基づき、地域へ施設の貸付を行

った。 

22年度利用状況 

野球場 1件（4件）、 

グラウンド 0件（0件） 

２

（３）

２ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

※（ ）内は21年度実績 

 

［評価時の観点］ 

  利用実績が少ない。（△１） 

116 （４）資産運用、資金管理については、

法律で認められた範囲内での競争

原理を活かした余裕資金の運用を

図るなど、安全性、安定性等を考慮

しつつ、効果的に行う。 

（４）引き続き、資金の安全性を最優先

に、余裕資金の効率的な運用を行

う。 

（４）資金の安全性を考慮して、余裕資金を

定期預金により運用した。 

３

（３）

３ 

（３）
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

３ 経費の抑制に関する目標 

 

中期 

目標 

自律的な大学運営を行う上で、予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図る。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ３ 経費の抑制に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

３ 経費の抑制に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 ― ―  

117 （１）設備維持管理等の契約期間の複数

年度化や契約の集約化など、契約方

法の弾力化を通じて、経費を削減す

る。 

（１）経費削減を目的に、契約期間の複

数年度化や契約の集約化等を可能

なものから行う。 

（１）構内樹木の管理について、監理監督業

務を行うプロパー職員を採用すること

により、効率的な運用と経費の削減を図

った。 

また、教育研究機器の更新に併せて、

保守管理業務を複数年契約に変更した。

液体クロマトグラフ 外 1機 

３

（３）

３ 

（３）

 

118 （２）費用の節減、事務の効率化が図れ

る業務に関しては、簡素化・合理化

や外部委託の拡大を図るなどの業

務改革を行い、効果的・効率的な運

営を行う。 

（２）効果的・効率的な運営を行うため、

業務の簡素化・合理化や外部委託に

ついて引き続き検討し、可能なもの

があれば実施する。 

（２）業務運営の簡素化、合理化及び外部委

託について検討したが、現時点で該当す

るものはなかった。 

 

［評価時の観点］ 

引き続き検討が必要。（±０） 

２

（２）

 

 

２ 

（２）

 

 

 

119 （３）教育研究の水準の維持・向上に配

慮しながら、適切な規模の教職員配

置を実現するため、組織運営の効率

化、非常勤教職員も含めた人員配置

等について不断の見直しを行う。 

（３）教職員及び非常勤講師の配置に当

たっては、採用の必要性を含め、組

織運営の観点から常に見直しを行

う。 

（３）人事委員会において、全学的視点によ

り必要とされる教育研究分野（教員配

置）を検討した。 

※ Ⅱ-３-(3)-ウ［NO.99］を参照 

３ 

（３）

３ 

（３）

 

120 （４）経費の効果的・効率的活用を図る

ため、教職員に対し、コスト意識の

（４）エネルギー使用量について周知

し、全学的な省エネルギーの徹底

（４）部局長会議を通じて、定期的にエネル

ギーの使用実績を公表する等、全学的な

４ 

（４）

４ 

（４）

部局長会議等でエネルギ

ー使用量の公表を行うなど、
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

涵養に取組む。 を進める。 省エネルギーの啓発に努めた。 

エネルギー使用実績 

1,378kL（H21：1.326kL） 

 

   省エネルギー対策として、年間を通じ

て日曜日・祝日は空調運転を行わないこ

ととした。 

 平成 22年度 7～9月期の使用量は、猛

暑により平成21年度同時期の13%増であ

ったが、年間を通じては 4%増に止まっ

た。 

 

［評価時の観点］ 

  使用料はわずかに増えたが、啓発に努め

た結果、猛暑の影響を最小限に止めること

ができた。（±０） 

 

 

教職員の節約意識の醸成に

取り組み、結果として、エネ

ルギー使用量が抑制されて

おり評価できる。 

引き続き、コスト意識の醸

成に取り組まれたい。 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中期 

目標 

教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制を整備し、定期的に自己点検・評価を実施する。 

また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該

情報の提供に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該

情報の提供に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 ― ―  

― １ 評価の充実に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 ― ―  

121 （１）大学が教育研究の質的な充実を図

るとともに、教育研究活動の透明性

を高めるため、運営や教育・研究活

動を自己点検・評価するシステムと

して、評価委員会を役員会の下に配

置し、定期的に自己点検・評価を行

う。 

（１）評価委員会における定期的な自己

点検・評価として、教育年報、社会

貢献年報及び教育研究者総覧を毎

年発行するとともに、ホームページ

で公開する。 

（１）評価委員会では、自己点検・評価とし

て、教育年報、社会貢献年報及び教育研

究者総覧を発行した。 

また、平成 22 年度の改善として次の事

項を見直した。 

・ 教育年報と社会貢献年報の担当範

囲を見直し、内容を充実 

・ 授業評価アンケートの実施方法 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｲ)［NO.40］を参照

・ 相互授業参観の実施方法 

※ Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｳ)［NO.41］を参照

・ 教員の個人評価制度の確立 

※Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｴ)［NO.42］ 

Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｵ)［NO.43］を参照

３

（３）

３ 

（３）

 

― （２）客観的な評価を行うため、認証評

価機関による第三者評価を受ける。 

（２） ― （平成 21 年度実施済） ― ― ―  

123 （３）前記（２）の結果を踏まえた改善 （３）大学評価・学位授与機構による大 （３）平成 21 年度に行った「大学機関別認 ４ ４ 大学機関別認証評価にお 
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

策を役員会、経営審議会、教育研究

審議会等において検討し、教育研究

の質の一層の向上を図る。 

学機関別認証評価で指摘された事

項について、早急、適正に改善する。

証評価」の結果は次のとおり。 

・ 指摘事項 該当なし 

・ 改善を要する事項として、保健福祉

学研究科（博士後期過程）の定員充足

率が著しく超過（21 年度末に改善、21

年度実績で報告済） 

・その他 

認証評価委員の訪問調査時に聴取

した参考意見を考慮し、次の事項を見

直した。 

（シラバスの改善） 

※ Ⅱ-１-(2)-ウ-(ｵ)［NO.27］を

参照 

（学生へのオフィスアワー制度周知）

※ Ⅱ-１-(2)-ウ-(ｴ)［NO.25］を

参照 

（授業時間の確保） 

単位制度実質化のため、授業時間

の確保（定期試験日を授業時間と別

枠で確保）について検討し、学期及

び休業日の期間を見直した。 

 

［評価時の観点］ 

  大学機関別認証評価の結果を受けた見

直しが行われた。（＋１） 

（３） （３） いて改善を要するとされた

点について、早期に対応が

行われたことを評価する。 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中期 

目標 

公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保するため、広報体制の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極的な情

報提供に取り組む。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ２ 情報公開の推進に関する目標を達

成するためとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 ― ―  

124 （１）総括的な広報責任者を置き、全学

的視野に立ち戦略的に広報活動を

展開できる体制を強化する。 

（１）広報専門委員会において、大学の

広報に関する基本戦略を定め、全教

職員に大学広報の重要性を啓発す

る。 

（１）広報専門委員会の平成 22 年度の取組

では、「大学案内」及び「広報誌ＯＰＵ」

を大学広報で最も重要な手段とし、全体

的に見直しを行った。 

その他に、本学の新しいオリジナルグ

ッズを開発し、その活用（取扱）方法を

見直した。 

 

［評価時の観点］ 

  21 年度のマイナス評価の要因（大学の広

報資料の発行遅延）を十分な調整のもとに

改善した。（＋１） 

３ 

（２）

 

 

３ 

（２）

 

125 （２）県民への説明責任を果たすため、

中期目標、中期計画、年度計画、財

務諸表、評価結果等の情報提供をホ

ームページ、冊子等を通じて積極的

に行う。 

（２）法人運営に係る各種情報の提供に

ついて、これまでどおり継続的な点

検・見直しをを行う。 

（２）法人運営に係る情報を、これまでどお

りホームページや冊子の発行等により

提供し、実施状況を点検した。また、よ

りわかりやすいＨＰを目指し、23年度で

のリニューアルに向けて準備を進めた。

なお、ホームページの更新に、一部に遅

延が見受けられ、早期対応を指導した。

 

［評価時の観点］ 

  ホームページの更新が一部遅延。（△１）

２ 

（３）

 

 

２ 

（３）
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

１ 施設設備の整備に関する目標 

 

中期 

目標 

長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギー等にも配慮した整備を推進する。 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

― Ⅵ その他業務運営に関する重要事項

に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項

に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

 ― ―  

― １ 施設設備の整備に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 ― ―  

126 （１）教育研究機能を充実させるため、

設備の整備や高額機器の購入につ

いては、長期的な計画を策定し、効

率的に実施する。その際、ユニバー

サルデザインに配慮する。 

（１）教育研究施設の整備・修繕を、平

成21年度に策定した整備・購入計画

に基づき計画的に進める。 

（１）教育研究施設設備の整備計画及び高額

機器の購入計画に基づき、整備、修繕を

行った。 

（施設） 

・屋外防水改修工事（第 4工区） 

・デザイン学部棟 3508 室（暗室）改修

外 101件

（高額機器） 

・液体クロマトグラフ 

・ガスクロマトグラフ 

・高速冷却遠心機 

・多目的冷却遠心機 外32件 

３

（３）

３ 

（３）

 

127 （２）電気通信設備、給排水衛生設備、

空調設備等の更新時には、省エネル

ギー効果の高い設備の導入を行い、

エネルギー使用の効率化を図る。 

（２）平成 21年度に策定した施設・設

備の整備・購入計画に従い、設備等

の更新時には、省エネルギー効果の

高い設備の導入を行い、エネルギー

使用の効率化を図る。 

また、省エネルギー対策として、

（２）施設設備の修繕において、省エネルギ

ー効果に配慮し、エネルギー使用の効率

化を図った。 

・保健福祉学部棟ガラスコーティング工事

 

また、各学部の電気使用量削減努力に

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

各学部の電気使用量削減努力に対

し、電気料金削減額の一部を学部に

還元する仕組みを整備し、平成21年

度の実績に基づき平成22年度にそ

の還元措置を行う。 

対し、電気料金削減額の一部を学部に還

元する仕組みを整備し、22年度から還元

を行った。22年度は、各学部別節減努力

額を算出し、総額 300万円を還元した。
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

２ 安全衛生管理に関する目標 

 

中期 

目標 

教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安全衛生管理を計画的に行うとともにその体制を確立する 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

― ２ 安全衛生管理に関する目標を達成

するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 ― ―  

128 （１）労働安全衛生法や消防法等関係法

令を踏まえた全学的な安全衛生管

理体制を確立・強化する。 

（１）全学的な安全衛生管理体制のもと

で、安全衛生教育の充実に取り組

む。 

（１）衛生委員会において、教職員が承知し

ておくべき事項（熱中症について）の周

知に努めた。 

また、教職員の健康診断を実施し、そ

の後の精密検査や治療等の勧奨に努め

た。 

３

（３）

３ 

（３）

 

129 （２）施設設備の定期点検を確実に実施

し、安全に維持するための全学的な

管理体制を強化する。 

（２）緊急性・安全性等の観点から適切

に施設設備の機能保全及び維持管

理を行う。 

（２）緊急・安全性の観点から、平成21年度

に引き続き、屋上防水改修工事を実施し

た。開学以来17年が経過し、雨漏り等が

懸念されるため全学的に実施するもの

で、計画では、23年度も予定している。

３

（３）

３ 

（３）

 

130 （３）化学物質等の毒物劇物等の適切な

管理及びその廃棄物の適正な処理

を行う。 

（３）化学物質等の毒物劇物等の適切な

管理及びその廃棄物の適正な処理

を行う。 

（３）化学物質等の毒物劇物等の適切な監理

等について啓発を行うとともに、教職員

の管理状況の把握を行い、自主点検に努

めた。 

実験室での事故 0件（H21：0件）

３

（３）

３ 

（３）

 

― ３ 人権に関する目標を達成するため

とるべき措置 

３ 人権に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 ― ―  

131 セクシャルハラスメント、アカデミ

ックハラスメント等の人権侵害を防

教職員を対象に、人権等に関する研

修会を実施する。 

県内の大学連携組織による「岡山県人

権・同和教育懇談会」が主催する研修会を

３

（３）

３ 

（３）
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 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

止するため、相談、啓発、問題解決等

に全学的に取り組む体制を整備する。 

実施した。 

テーマ：「各大学における人権・同和教

育の取組み状況と課題」 

参加者：大学教員等 24名 

 

また、教職員に対するハラスメント研修

を実施した。 

テーマ：「ハラスメントのないキャン

パスづくり」 

講 師：(株)ロゴス 

代表取締役 河野正夫氏 

参加者：約30人 
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Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

 

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

 短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

 

該当なし ― ―  

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

 決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。 

 

該当なし ― ―  
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Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

 な し な し 

 

該当なし ― ―  

 

 

XI その他規則で定める事項 

 

 中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人
自己
評価

委員
会 
評価

委員会参考意見 

 １ 施設及び設備に関する計画 

な し 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40条第 4項

の規定により業務の財源に充てるこ

とができる積立金の使途 

な し 

 

４ その他法人の業務運営に関し必要

な事項 

な し 

１ 施設及び設備に関する計画 

な し 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40条第 4項

の規定により業務の財源に充てるこ

とができる積立金の使途 

な し 

 

４ その他法人の業務運営に関し必要

な事項 

な し 

 

該当なし 

 

 

該当なし 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

該当なし 

― ―  
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４　平成２２年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表

中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

12% 80% 8% 100% 12% 80% 8% 100%

9 63 6  78 9 63 6  78 

14% 81% 5% 100% 14% 81% 5% 100%

6 35 2  43 6 35 2  43 

14% 86% 100% 14% 86% 100%

2 12  14 2 12  14 

87% 13% 100% 87% 13% 100%

13 2 15 13 2 15 

29% 71% 100% 29% 71% 100%

4 10 14 4 10 14 

86% 14% 100% 86% 14% 100%

 6 1  7  6 1  7 

100% 100% 100% 100%

4 4 4 4 

100% 100% 100% 100%

1 1 1 1 

50% 50% 100% 50% 50% 100%

1 1 2 1 1 2 

87% 13% 100% 87% 13% 100%

 7 1  8  7 1  8 

80% 20% 100% 80% 20% 100%

4 1 5 4 1 5 

100% 100% 100% 100%

3 3 3 3 

15% 75% 10% 100% 15% 75% 10% 100%

3 15 2  20 3 15 2  20 

8% 84% 8% 100% 8% 84% 8% 100%

1 10 1 12 1 10 1 12 

40% 60% 100% 40% 60% 100%

2 3 5 2 3 5 

岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳

公立大学法人岡山県立大学自己評価

１点４点 ３点

最小項目別評価の評点内訳

２点 ２点４点１点

43 

44 

237 

３点

20 

12 

3 

46 

3.0 

3.0 

④

133 

5 3.0 

3.4 

36 

17 5 

3 3.0 

3.1 

9 

61 

8 2.9 

2.8 

23 

14 

1 3.0 

2.5 5 

13 

2.9 

3.3 

2.9 

72 

44 

17 

7 

2 

5 

13 

4 

４地域貢献、産学官連携、国際交流

(1)地域貢献

(2)産学官連携の推進

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上

14 

(2)教育内容等

２学生の支援

(1)学習支援、生活支援、就職支援
等

(2)経済的支援

(3)教育の実施体制等

１教育

(3)留学生に対する配慮

３研究

(1)研究水準及び研究の成果等

(2)研究実施体制等の整備

④

(1)教育の成果

3.1 

3.1 

237 3.0 

133 3.1 

44 3.1 

43 2.9 

46 3.3 

20 2.9 

12 3.0 

3 3.0 

5 2.5 

23 2.9 

14 2.8 

9 3.0 

61 3.1 

36 3.0 

17 3.4 

－ 107 －



中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳

公立大学法人岡山県立大学自己評価

１点４点 ３点

最小項目別評価の評点内訳

２点 ２点４点１点 ３点

50% 50% 100% 50% 50% 100%

1 1 2 1 1 2 

100% 100% 100% 100%

1 1 1 1 

8% 88% 4% 100% 8% 88% 4% 100%

2 22 1  25 2 22 1  25 

14% 86% 100% 14% 86% 100%

1 6   7 1 6   7 

50% 50% 100% 50% 50% 100%

1 1 2 1 1 2 

100% 100% 100% 100%

2 2 2 2 

100% 100% 100% 100%

1 1 1 1 

100% 100% 100% 100%

2 2 2 2 

100% 100% 100% 100%

4 4 4 4 

9% 91% 100% 9% 91% 100%

1 10   11 1 10   11 

100% 100% 100% 100%

3 3 3 3 

17% 83% 100% 17% 83% 100%

1 5 6 1 5 6 

100% 100% 100% 100%

2 2 2 2 

67% 33% 100% 67% 33% 100%

2 1 3 2 1 3 

6% 63% 31% 100% 6% 63% 31% 100%

1 10 5  16 1 10 5  16 

62% 38% 100% 62% 38% 100%
21

76 

④

④

7

15 

4 2.7 

2.8 

2 6

8 

44 

3 

5 3.2 

3.0 

19 

6 

5 

13 3.1 

3.0 

34 

9 

4 

2 3.0 

3.0 

6 

12 

2 

3 3.0 

3.0 3 

6 

4 

11 3.1 

3.5 7 

22 

32 

1 

2 2.5 

3.0 

3.0 

5 

3 

(2)能力・業績等を反映する制度の
確立

(3)全学的な視点に立ち公正・公平
で客観的な制度の構築

４事務等の効率化、合理化

Ⅳ 財務内容の改善

(2)全学的な視点による戦略的な大
学運営の仕組みづくりの推進

１自己収入の増加

(3)地域に開かれた大学づくりの推
進

(4)評価制度の活用等による業務運
営の改善に向けた継続的取組の推進

２教育研究組織の見直し

３人事の適正化     

(1)法人化の特長を生かした弾力的
な制度の構築

(3)国際交流

１運営体制の改善

(1)理事長(学長)、学部長等を中心
とする機動的な運営体制の構築

④

④

(4)県内の大学間の連携・協力

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化

5 2.5 

3 3.0 

76 3.0 

22 3.1 

7 3.5 

6 3.0 

3 3.0 

6 3.0 

12 3.0 

34 3.1 

9 3.0 

19 3.2 

6 3.0 

8 2.7 

44 2.8 

21 2 6

－ 108 －



中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳

公立大学法人岡山県立大学自己評価

１点４点 ３点

最小項目別評価の評点内訳

２点 ２点４点１点 ３点

 5 3  8  5 3  8 

100% 100% 100% 100%

2 2 2 2 

40% 60% 100% 40% 60% 100%

2 3 5 2 3 5 

100% 100% 100% 100%

1 1 1 1 

75% 25% 100% 75% 25% 100%

3 1 4 3 1 4 

25% 50% 25% 100% 25% 50% 25% 100%

1 2 1 4 1 2 1 4 

25% 50% 25% 100% 25% 50% 25% 100%

1 2 1  4 1 2 1  4 

50% 50% 100% 50% 50% 100%

1 1 2 1 1 2 

50% 50% 100% 50% 50% 100%

1 1 2 1 1 2 

100% 100% 100% 100%

 6   6  6   6 

100% 100% 100% 100%

 2 2  2 2 

100% 100% 100% 100%

3 3 3 3 

100% 100% 100% 100%

1 1 1 1 

10% 80% 10% 100% 10% 80% 10% 100%

13 103 13  129 13 103 13  129 

※２段表示：上段（構成割合％）、下段（個数）を表している。

3.0 

18 3.0 

3.0 

④

合　　計 130 387 

21 

6 

11 

6 

6 

5 2 2.5 

3.0 

3.0 ④

3.5 

12 

1 

3 

2 

3.0 

9 

3 

3.0 

2 3.0 

2.4 12 4 

3 

5 

4 

12 

7 

12 

4 

1 3.0 

2.8 

3 

7 2.6 

３人権

１評価の充実

２安全衛生管理

２資産の管理運用

３経費の抑制

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報
の提供

２情報公開の推進

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項

１施設設備の整備

(3)その他の自己収入確保

１自己収入の増加

(1)学生納付金

(2)外部研究資金等の獲得

④

④

21 2.6 

6 3.0 

12 2.4 

3 3.0 

11 2.8 

12 3.0 

3.0 

7 3.5 

5 2.5 

18 3.0 

6 3.0 

387 3.0 

9 3.0 

3 3.0 

－ 109 －


	バインダ1.pdf
	2010assessresults_entry
	2010assessresults_entry2.pdf

	2010assessresults_entry3
	2010assessresults_entry4
	2010assessresults_entry5

